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附則

第１章 総則

（通則）

第１条 防衛省所管に属する物品の管理については、物品管理法（昭和３１年法律第１１

３号。以下「法」という 、物品管理法施行令（昭和３１年政令第３３９号。以下「政。）

令」という 、物品管理法施行規則（昭和３１年大蔵省令第８５号。以下「省令」と。）

いう ）その他の法令又はこれらに基づく特別の定めがあるもののほか、この訓令の定。

めるところによる。

（用語の意義）

「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、第２条 この訓令において 管理 物品 供用 分類 分類換 物品管理官

分任物品管理官 物品出納官 分任物品出納官 物品供用官 管理換 契「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「

約等担当職員」若しくは「物品管理職員」又は「物品管理官代理 「分任物品管理官」、

代理 「物品出納官代理 「分任物品出納官代理 「物品供用官代理」若しくは「代」、 」、 」、



」 、 、 、 、 、行機関 とは 法第１条 第２条第１項若しくは第２項 第３条第１項 第５条第１項

第８条第３項若しくは第６項、第９条第２項若しくは第５項、第１０条第２項、第１６

条第１項、第１９条第１項若しくは第３１条第１項又は政令第８条第５項若しくは第９

条第５項に規定する管理、物品、供用、分類、分類換、物品管理官、分任物品管理官、

物品出納官、分任物品出納官、物品供用官、管理換、契約等担当職員若しくは物品管理

、 、 、 、職員又は物品管理官代理 分任物品管理官代理 物品出納官代理 分任物品出納官代理

物品供用官代理若しくは代行機関をいう。

、 、 。２ この訓令において 次の各号に掲げる用語の意義は 当該各号に定めるところによる

(１) 供与物品 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定により、アメリカ

合衆国から供与を受けた物品をいう。

(２) 貸与物品 日本国に対する合衆国艦艇の貸与に関する協定により貸与を受けた船

舶、艦艇その他の物品をいう。

(３) 幕僚長等 大臣官房長、地方協力局長（別表第１分類表Ⅱ施設発生物品及び返還

物品（以下「施設発生物品等」という ）の管理に関する事務に限る 、防衛大学。 。）

校長、防衛医科大学校長、防衛研究所長、統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長、

航空幕僚長、情報本部長、防衛監察監又は地方防衛局長（施設発生物品等の管理に

関する事務を除く ）をいう。。

、 、 、 、(４) 各自衛隊等 防衛省本省の内部部局 防衛大学校 防衛医科大学校 防衛研究所

統合幕僚監部、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊、情報本部、防衛監察本部又

は地方防衛局をいう。

(５) 統合幕僚監部等 統合幕僚監部、陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊又は情報

本部をいう。

（管理に関する権限の委任）

第２条の２ 政令第２条の規定により防衛装備庁長官に委任する法第５条第１項、法第１

６条第１項、法第２７条第１項又は法第３３条第１項の規定による分類換の命令、管理

換の命令、不用決定の承認又は弁償の命令に関する権限の範囲は、次のとおりとする。

１ 分類換の命令 別表第１分類Ⅰ防衛装備庁に属する物品又は帰属すべき物品 以（ ） （

下「防衛装備庁所属物品」という ）。

（２） 管理換の命令 防衛装備庁所属物品

（３） 不用決定の承認 防衛装備庁所属物品のうち政令第３３条に規定する物品

（４） 弁償の命令 防衛装備庁に所属する物品管理職員が法第３１条第１項の規定に

該当したとき

（分類等）

第３条 防衛省における物品の分類は、別表第１のとおりとする。

２ 物品は、その性質上次のとおり区分して整理する。

(１) 消耗品 原形のまま比較的長期の反覆使用に耐えない物品及び反覆使用に耐える

が価格が小額か比較的破損しやすい物品

(２) 非消耗品 消耗品以外の物品

(３) 重要物品 非消耗品のうち、政令第４３条第１項に規定する機械、器具及び美術

品のうち財務大臣が指定するものをいう。



３ 物品の種類及び品目は、幕僚長等及び防衛装備庁長官が定める。

４ 物品出納官（分任物品出納官を含む。以下同じ ）又は物品供用官（物品出納官又は。

物品供用官を置かない場合にあっては、物品管理官（分任物品管理官を含む。第７条第

１項、第４２条及び第４５条第１項第１号を除き、以下同じ ）は、省令第３条第１。）

項の規定による所属分類決定の通知又は省令第５条第１項の規定による分類換の通知を

受けたときは、その保管中又は供用中の物品について、別記様式第１の物品標示票によ

り、分類、番号等の標示をしなければならない。ただし、当該物品標示票による標示を

することが不可能若しくは困難な物品又は物品管理官が当該物品標示票による標示をす

る必要がないと認めた物品については、当該物品標示票によらない標示をし、又は標示

を省略することができる。

（分類換の命令）

第４条 防衛大臣は、法第５条第１項の規定により分類換を命じようとするときは、別記

様式第１の２の物品分類換命令書により行うものとする。

２ 各自衛隊等と各自衛隊等以外の国の機関との間における管理換に伴い物品の分類換を

する場合には、当該物品の管理換の命令をもって当該物品の分類換の命令があったもの

とみなす。

（分類換の承認）

第５条 物品管理官は、法第５条第２項の規定により分類換をしようとするときは、別記

様式第２の物品分類換承認申請書により防衛省本省所属物品については防衛大臣、防衛

装備庁所属物品については防衛装備庁長官の承認を受けなければならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ当該承認があったものとみなす。

(１) 法第１２条第２項の規定による財務大臣の求めに応じて分類換をする場合

(２) 各自衛隊等と各自衛隊等以外の国の機関との間における管理換に伴い物品の分類

換をする場合

（分類換の通知）

第６条 物品管理官は、省令第５条第１項の規定による分類換の通知をするときは、別記

様式第３の物品分類換通知書により行うものとする。ただし、当該通知を分類換をする

物品の受入命令又は受領命令（省令第１４条第３項に規定する受入命令又は受領命令を

いう ）と同時に行うときは、これらの命令は、当該通知を兼ねるものとする。。

第２章 物品の管理の機関等

（物品の管理事務の委任）

第７条 防衛省本省に所属する物品管理官、物品管理官代理、分任物品管理官及び分任物

品管理官代理として指定する官職並びに委任する事務の範囲は、別表第２のとおりとす

る。ただし、特別の必要がある場合には、別に分任物品管理官を指定するものとする。

２ 別表第２の各表の分任物品管理官代理の官職を指定しない分任物品管理官の欄に掲げ

る分任物品管理官及び前項ただし書の規定により指定される分任物品管理官について、

その事務を代理する分任物品管理官代理を設ける必要がある場合には、当該分任物品管

理官の所属する部隊又は機関に所属する職員のうちから、これを指定するものとする。

３ 防衛装備庁長官は、防衛装備庁に所属する職員に防衛装備庁所属物品の管理に関する



事務を委任し、分掌させ、又は代理させるものとする。

４ 防衛装備庁長官は、前項の規定により物品の管理に関する事務を委任し、分掌させ、

又は代理させる場合には、当該職員の官職又は氏名及び委任した事務の範囲を明らかに

して、その都度防衛大臣に報告するものとする。

（代行機関の設置）

第８条 幕僚長等は、代行機関を設ける必要があると認める場合には、別表第３の基準に

従い、代行機関とすべき職員又は官職及び事務の範囲を定めて、防衛大臣にその設置を

申請することができる。

２ 防衛装備庁に所属する物品管理官及び分任物品管理官の代行機関を設ける必要がある

場合には、防衛装備庁長官の定めるところによるものとする。

（物品の出納保管事務の委任基準）

第９条 別表第１分類Ⅰ防衛省本省に属する物品又は帰属する物品（以下「防衛省本省所

属物品」という ）に関する政令第６条（政令第８条第４項において準用する場合を含。

む ）の規定により定める基準は、原則として次の各号のいずれかに該当する場合とす。

る。

(１) 物品を保管する場所が物品管理官の所在地から隔地であって通信手段等をもって

しても物品管理官による監督指導ができない場合

(２) 物品の保管の数量が多量であって物品管理官が物品を保管することが適当でない

ものとして幕僚長等が定めた基準に該当する場合

２ 防衛装備庁所属物品に関する政令第６条の規定により定める基準は、防衛装備庁長官

の定めるところによるものとする。

（物品の供用事務の委任基準）

第１０条 政令第７条において準用する政令第６条の規定により定める基準は、幕僚長等

及び防衛装備庁長官の定めるところによるものとする。

（代理をさせる場合）

第１１条 物品管理官代理（分任物品管理官代理を含む。以下同じ 、物品出納官代理。）

（分任物品出納官代理を含む。以下同じ ）又は物品供用官代理は、次の各号のいずれ。

かに該当する場合には、それぞれ物品管理官、物品出納官又は物品供用官の事務を代理

するものとする。

(１) 物品管理官、物品出納官又は物品供用官が欠けた場合

(２) 物品管理官、物品出納官又は物品供用官が出張、休暇、欠勤その他の事由により

その職務を行うことができないと認められる場合

（代行機関の事務の取扱い）

第１２条 代行機関は、政令第９条第５項の規定により事務を処理する場合には、関係書

類に代行機関の代行した旨を明示するものとする。

２ 代行機関は、政令第９条第６項の規定により処理をしないこととなった事務について

は、関係書類にその旨を明示するものとする。

（補助者の事務）

第１３条 物品管理官、物品管理官代理、物品出納官、物品出納官代理、物品供用官、物

品供用官代理又は代行機関は、補助者の事務の内容を明らかにしておかなければならな



い。

（支出事務を委任し、又は委任を受けた経費により取得した物品の管理）

第１４条 会計法（昭和２２年法律第３５号）第２４条第２項の規定に基づき他の各省各

庁所属の職員に支出事務を委任した経費により取得した物品の管理は、当該経費を所掌

する官署の部局長が行うものとする。

２ 防衛省所管において、職員が他の官署から、当該官署の所掌に属する経費の支出事務

の委任を受けたことにより取得した物品は、当該支出事務の委任を受けた職員の所属す

る官署の物品管理官が、当該物品管理官が所掌する分類により管理するものとする。

第３章 物品の管理

（物品の管理に関する計画）

第１５条 法第１３条第１項の規定による物品の管理に関する計画は、業務計画（防衛諸

計画の作成等に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３２号）第３条第１項第４号に規

定する年度業務計画をいう ）のうち物品の管理に関する部分、調達基本計画（装備品。

等及び役務の調達実施に関する訓令（昭和４９年防衛庁訓令第４号）第９条に規定する

調達基本計画をいう ）及び物品管理官の作成する調達に関する計画とする。。

（管理換の命令）

第１６条 防衛省本省所属物品に関する法第１６条第１項の規定による管理換の命令は、

次の各号に掲げる者が、それぞれ当該各号に定める範囲の管理換について行うものとす

る。

(１) 防衛大臣 各自衛隊等間の管理換（次号に定める範囲のものを除く 、各自衛。）

隊等と各自衛隊等以外の国の機関（防衛装備庁を除く。次条及び第１８条において

同じ ）との間における管理換又は各自衛隊等内の部隊及び機関（以下「部隊等」。

という ）の間における管理換で防衛大臣の指定するもの。

(２) 統合幕僚長 自衛隊の運用及び統合訓練に係る統合幕僚監部、陸上自衛隊、海上

自衛隊又は航空自衛隊間の管理換（供与物品（部品類及び供与弾薬の打がら薬きょ

うを除く ）及び貸与物品を除く ）。 。

(３) 幕僚長等 各自衛隊等内又は各自衛隊等と防衛装備庁との間における管理換（第

１号及び次号に定める範囲のものを除く ）。

(４) 幕僚長等の指定する部隊等の長 当該部隊等内及び幕僚長等の指定する部隊等間

の管理換

２ 前項第１号又は第２号に規定する管理換をし、又はこれを受けようとする物品管理官

に対する防衛大臣又は統合幕僚長の管理換の命令は、それぞれその者を監督する幕僚長

等を通じて行うものとする。

３ 第１項各号に掲げる者は、同項の規定により管理換を命じようとするときは、物品管

理換命令書により行うものとする。

（管理換の協議）

第１７条 各自衛隊等間、各自衛隊等と防衛装備庁との間又は各自衛隊等と各自衛隊等以

外の国の機関との間における管理換の協議は、別記様式第４の物品管理換協議書の様式

により行うものとする。ただし、次に掲げる管理換に係るものについては、他の様式に



よることができる。

(１) 統合幕僚監部等と各自衛隊等、防衛装備庁又は各自衛隊等以外の国の機関との間

における管理換

(２) 各自衛隊等間の管理換で次に掲げるもの

イ 返還すべき条件を付した管理換（以下「一時管理換」という ）を受けた物品。

の返還に伴う管理換

ロ 各自衛隊等において作成した資料類を教育、試験、研究、調査等に資する目的

をもって他の各自衛隊等に配布するための管理換

ハ 自衛隊の運用及び統合訓練に係る統合幕僚監部、陸上自衛隊、海上自衛隊又は

航空自衛隊間の一時管理換

(３) 前２号に掲げるもののほか、防衛大臣が定める管理換

２ 防衛装備庁内の管理換及び防衛装備庁と防衛装備庁以外の国の機関（防衛省本省を除

く ）との間における管理換の協議は、防衛装備庁長官の定めるところによるものとす。

る。

（管理換の承認）

第１８条 物品管理官は、前条第１項の規定による管理換の協議が調ったときは、別記様

式第５の物品管理換承認申請書に同意を得た物品管理換協議書（前条ただし書に該当す

る管理換については、これに類する書類）の写を添えて、当該管理換について次項に規

定する者の承認を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合

については、あらかじめ当該承認があったものとみなす。

(１) １月以内に返還すべき条件を付した管理換をする場合

(２) 合同庁舎等の維持管理のため同一の物品管理官により一体として管理する必要が

ある物品の管理換をする場合

(３) 管理換を目的として統一して調達された物品の管理換をする場合

(４) 法第１２条第２項の規定による財務大臣の求めに応じて管理換をする場合

(５) 前各号に掲げる場合のほか、１件の価格が５０万円を超えない物品の管理換をす

る場合

２ 前項の管理換の承認は、次の各号に掲げる者が、それぞれ当該各号に定める範囲の管

理換について行うものとする。

(１) 防衛大臣 各自衛隊等間の管理換のうち供与物品（部品類及び供与弾薬の打がら

薬きょうを除く ）及び貸与物品の管理換並びに各自衛隊等と各自衛隊等以外の国。

の機関との間における管理換（一時管理換を除く ）その他防衛大臣の指定する物。

品の管理換（一時管理換及び整備支援のための管理換を除く ）。

(２) 幕僚長等 前号及び次号に定める範囲の管理換以外の管理換

(３) 幕僚長等の指定する部隊等の長 当該部隊等内及び幕僚長等の指定する部隊等間

の管理換

３ 第１項に規定する管理換の承認の申請（前項第１号に該当する管理換に係るものに限

る ）は、当該管理換をし、及びこれを受けようとする物品管理官をそれぞれ監督する。

幕僚長等を通じて行うものとする。

４ 前条第２項に関する管理換の承認は、防衛装備庁長官の定めるところによるものとす



る。

（生産等における管理換）

第１９条 地方防衛局又は防衛装備庁に属する契約等担当職員が、他の各自衛隊等の物品

管理官の管理する物品を国以外の者に引き渡して生産、試験、実験、工事、改造、修理

等（以下「生産等」という ）をさせる契約を締結した場合には、当該物品管理官は、。

当該契約等担当職員の通知に基づき、当該物品を地方防衛局又は防衛装備庁に管理換す

ることなく、当該国以外の者に引き渡すことができる。

（管理換を有償としない場合）

第２０条 政令第２１条第３号に規定する管理換を有償としない場合は、次に掲げる場合

とする。

(１) 異なる会計に属する物品の管理を一体として行う必要がある場合において、当該

物品を一体として管理するため、当該異なる会計の間において当該物品の管理換を

する場合

(２) 物品の無償貸付及び譲与等に関する法律（昭和２２年法律第２２９号）第３条第

１号、第３号若しくは第４号又は第４条第２号に規定する物品について、これらの

規定に該当する管理換をする場合

（物品管理官又は物品供用官と契約等担当職員との関係）

第２１条 契約等担当職員は、法第１９条第１項又は法第２６条第２項の請求に基づくこ

となくして、物品の取得又は修繕若しくは改造のための措置をしてはならない。

（対価を伴わない物品の取得の機関）

第２２条 対価を伴わない物品の取得、保管及び処分（支出又は支払の原因となる契約に

付随する場合を除く ）のための原因となる行為は、防衛大臣が指定する者のほか、物。

品管理官が行う。

（寄附）

第２３条 物品管理官は、各自衛隊等及び防衛装備庁が物品の寄附を受けようとする場合

には、相手方の申出書に添えてその氏名、寄附の理由、当該物品の品目、数量及び評価

額その他参考事項を順序を経て防衛大臣に上申し、その指示に従わなければならない。

ただし、１件の評価額２０万円未満のものについては、幕僚長等及び防衛装備庁長官の

定めるところによる。

（保管の依頼を受けた物品の管理換）

第２４条 物品管理官は、各自衛隊等及び防衛装備庁の他の物品管理官からの依頼に基づ

き物品の保管を引き受けるときは、一時管理換として整理するものとする。

（国以外の者が保管する物品の引渡し）

第２５条 物品管理官が省令第２８条第１項の規定により行う通知又は証する書類の交付

は、別記様式第６の保管物品引渡通知書又は別記様式第７の保管物品引渡証明書により

行うものとする。

２ 物品管理官は、省令第２８条第１項の規定による通知をしたときは、前項に規定する

保管物品引渡通知書の写をもって、その旨を契約等担当職員に通知するものとする。

（出納の報告）

第２６条 物品出納官は、物品を出納したときは、物品管理官にその旨を報告しなければ



ならない。

（出納の相手方への命令の写し及び証明書類の交付の省略）

第２７条 省令第２９条第１項ただし書の規定に基づき、物品管理官が出納の相手方への

命令の写し及び証明書類の交付を省略することができる場合は、物品出納官又は物品供

用官への払出命令又は返納命令に係る物品を国以外の者に引き渡す場合を除く場合とす

る。

（物品の契約不適合）

第２８条 物品出納官又は物品供用官は、契約等担当職員により取得した物品について、

種類又は品質に関して契約の内容に適合しないことが判明したときは、その旨を物品管

理官に報告しなければならない。

２ 物品管理官は、前項の報告等により、契約等担当職員により取得した物品について、

種類又は品質に関して契約の内容に適合しないことが判明したときは、その旨を契約等

担当職員に対し通知しなければならない。

（不用の決定の承認）

第２９条 物品管理官は、法第２７条第１項の規定により不用の決定の承認を受けようと

するときは、別記様式第８の物品不用決定承認申請書により行うものとする。

２ 防衛省本省所属物品に関する不用決定の承認は、次の各号に掲げる者が、それぞれ当

該各号に定める物品について行うものとする。

(１) 防衛大臣 単価３００万円以上の物品で次条第１項第１号に掲げる物品に該当す

るもの

(２) 幕僚長等 単価５０万円以上の物品（前号及び次号に定める物品を除く ）。

(３) 幕僚長等の指定する部隊等の長 単価３００万円未満の物品で幕僚長等の指定す

るもの

３ 第１項に規定する不用の決定の承認の申請（前項第１号に該当する物品に係るものに

。） 、 。限る は 申請しようとする物品管理官を監督する幕僚長等を通じて行うものとする

４ 第１項の規定にかかわらず、統合幕僚監部等の長は、所管する物品の不用の決定の承

認の申請のための様式を定めることができる。

５ 防衛装備庁所属物品に関する不用決定の承認は、第２条の２第３号に定めるもののほ

か、防衛装備庁長官の定めるところによるものとする。

（不用の決定及び廃棄の基準）

第３０条 政令第３５条に規定する物品の不用の決定をする場合の基準は、次のとおりと

する。

(１) 供用の必要のない物品で管理換若しくは分類換又は解体により、適切な処理がで

きない物品

(２) 供用することができない物品

(３) 修繕又は改造に多額の費用を要する物品

２ 政令第３５条に規定する物品の廃棄をする場合の基準は、次のとおりとする。

(１) 国の機密が漏れるおそれがある場合

(２) 一般の使用又は所持が禁止されている場合その他公序良俗に反する場合

(３) 買受人がない場合



(４) 売払いに際し、売払価格より多額の費用を要する場合

（不用の決定をした物品の措置）

第３１条 物品出納官又は物品供用官（これらの者を置かない場合にあっては、物品管理

官）は、不用の決定が行われた物品で売り払うこととなったものについて必要と認める

場合には、防衛省所管物品であることを標示するための記号、標識等を抹消し又は除去

するものとする。

（有償貸付）

第３２条 防衛省本省に所属する物品管理官は、法第２９条第２項において準用する法第

２８条第２項の規定により、物品の貸付のため必要な措置を請求する場合において、当

該貸付が単価５０万円以上の物品の有償貸付であるときは、幕僚長等の承認を受けなけ

ればならない。

２ 防衛装備庁所属物品に関する有償貸付の手続は、防衛装備庁長官の定めるところによ

るものとする。

（様式）

第３３条 第１７条第１項、第１８条第１項、第２５条及び第２９条第１項に規定するも

ののほか、法第３章、政令第３章及び省令第３章の規定に基づく物品の管理に関する行

為に必要な様式は、次の表に定めるところによる。

様 式 物品の管理に関する行為

物品管理換命令 第１６条第３項の規定による物品管理換命令

書（別記様式第

８の２）

管理換物品引渡 省令第１４条第２項に規定する引渡しの通知

通知書（別記様

式第９）

物品取得措置請 法第１９条第１項の規定による物品の取得のため必要な措置の請求

求書（別記様式

第１０）

物品取得通知書 ⑴ 省令第１８条の規定による物品の取得のために必要な措置につ

（別記様式第１ いての通知

１） ⑵ 政令第２５条の規定による取得する物品又は取得した物品があ

る旨の通知

物品払出請求書 法第２０条第１項の規定による払出しの請求（物品供用官を置かな

（別記様式第１ い場合にあっては、物品を使用する職員からの請求を含む ）。

２）

物品払出命令書 ⑴ 省令第１４条第１項（省令第２７条第２項、省令第３１条第２

（別記様式第１ 項又は省令第３５条第２項において準用する場合を含む ）並び。

３） に省令第２０条第１項及び第２項に規定する払出命令

⑵ 省令第２７条第２項又は省令第３５条第２項において準用する

省令第１４条第１項の払出命令又は返納命令により国以外の者に

引渡しをした物品の払出命令



物品受領命令書 ⑴ 省令第１４条第３項（省令第１９条において準用する場合を含

（別記様式第１ む 、省令第２０条第２項又は省令第２３条に規定する受領命令。）

４） ⑵ 省令第３１条第２項において準用する省令第１４条第１項の払

出命令又は返納命令により国以外の者に引渡しをした物品の受領

命令

物品返納報告書 法第２１条第１項に規定する報告（物品供用官を置かない場合にあ

（別記様式第１ っては、物品を使用する職員からの報告を含む ）。

５）

物品返納命令書 ⑴ 法第２１条第２項に規定による返納命令（物品供用官を置かな

、 。）（別記様式第１ い場合にあっては 物品を使用する職員からの返納の命令を含む

６） ⑵ 省令第１４条第１項（省令第２７条第２項、省令第３１条第２

項又は省令第３５条第２項において準用する場合を含む 、省令。）

第２３条及び省令第２４条第２項に規定する返納命令

物品受入命令書 ⑴ 省令第１４条第３項（省令第１９条において準用する場合を含

（別記様式第１ む ）及び省令第２２条第２項に規定する受入命令。

７） ⑵ 省令第３１条第２項において準用する省令第１４条第１項の払

出命令又は返納命令により国以外の者に引渡しをした物品の受入

命令

⑶ 省令第２７条第２項又は省令第３５条第２項において準用する

省令第１４条第１項の払出命令又は返納命令により国以外の者に

引渡しをした物品の受入命令

物品保管措置請 政令第２８条第１項の規定による国以外の者の施設における保管の

求書（別記様式 ための措置の請求

第１８）

保管物品措置通 政令第２８条第１項の規定による請求に基づいてした措置に関する

知書（別記様式 通知

第１９）

供用不適格等報 法第２６条第１項の規定による供用不適格品等の報告

告書（別記様式

第２０）

物品修繕・改造 法第２６条第２項の規定による必要な措置の請求

措置請求書（別

記様式第２１）

物品修繕・改造 政令第３２条第１項の規定による請求に基づいてした措置に関する

措置通知書（別 通知

記様式第２２）

（ 。）物品売払・貸付 法第２８条第２項 法第２９条第２項において準用する場合を含む

措置請求書（別 の規定による物品の売払い又は貸付けのため必要な措置の請求

記様式第２３）

物品売払・貸付 政令第３６条第１項の規定による請求に基づいてした措置に関する



措置通知書（別 通知

記様式第２４）

２ 前項の規定にかかわらず、統合幕僚監部等の長及び防衛装備庁長官は、必要と認める

場合には、前項に定める様式以外の様式を定めて使用することができる。

第４章 物品管理職員等の責任

（亡失等）

第３４条 政令第３７条第１項の規定による報告は、別記様式第２５の物品亡失、損傷等

報告書によるものとする。

２ 政令第３７条第２項の規定による報告は、別記様式第２６の物品亡失、損傷等報告書

によるものとする。

３ 物品管理官、物品出納官又は物品供用官の補助者は、保管中又は供用のため保管中の

物品が亡失し、若しくは損傷したとき又は法の規定に違反して物品の管理行為をし若し

（ 「 」くは法の規定に従った物品の管理行為をしなかった事実 以下この条において 亡失等

という ）があるときは、速やかにその旨を別記様式第２６の物品亡失、損傷等報告書。

によりそれぞれ物品管理官、物品出納官又は物品供用官に報告しなければならない。

４ 第２項の規定は、契約等担当職員が政令第３７条第３項の規定により物品管理官に通

知する場合について準用する。この場合において、前項中「報告」とあるのは「通知」

と読み替え 「物品亡失、損傷等報告書」を「物品亡失損失等通知書」として使用する、

ものとする。

５ 政令第３７条第４項の規定による報告は、別記様式第２７の物品亡失、損傷等報告書

による。この場合において、当該報告のうち、防衛大臣への報告にあっては幕僚長等の

指定する部隊等の長及び幕僚長等又は防衛装備庁長官の指定する者及び防衛装備庁長官

を、それ以外の報告にあっては幕僚長等の指定する部隊等の長又は防衛装備庁長官の指

定する者を経由しなければならない。

６ 物品管理官は、前項の物品亡失、損傷等報告書を提出する時は、当該報告書に、当該

報告を受けるべき者が、法第３１条第１項及び第２項の規定による弁償の責任に係る裁

定（以下「裁定」という ）をする場合に必要と認められる資料を添付しなければなら。

ない。

７ 幕僚長等及び防衛装備庁長官は、前項の物品亡失、損傷等報告書（次条の規定により

防衛大臣が法第３１条第２項の規定による弁償の責任に係る裁定をする亡失又は損傷に

係るものに限る ）を受理したときは、弁償の責任に関する意見を記載した書面を当該。

報告書に添えなければならない。

８ 第５項に規定するもののほか、物品管理官は、その管理する物品の亡失等のうち次の

各号のいずれかに該当するものがあるときは、速やかに別記様式第２８又は別記様式第

２９の物品亡失（損傷等）報告書により防衛大臣に報告しなければならない。ただし、

、 。第４号に該当する亡失等については 四半期ごとに取りまとめて報告することができる

(１) 天災、火災又は海難により、物品が亡失し又は損傷したとき（当該官署に属する

職員の故意又は過失によるものを除く 。。）

(２) 倉庫業者に寄託した物品が亡失し又は損傷したとき。



(３) 運送業者に引き渡した物品が亡失し又は損傷したとき。

(４) 供用中の物品（供用のため保管中のものを除く ）が亡失し又は損傷したとき。。

９ 第５項後段の規定は、前項の規定による報告について準用する。

（物品を使用する職員に係る防衛大臣の指定する裁定権者）

第３５条 法第３１条第２項の規定による弁償の責任に係る裁定及び政令第４０条の規定

による命令を行う職員（以下「裁定権者」という ）は、その裁定に係る亡失又は損傷。

による金額の範囲及び物品の所属に応じ次のとおりとする。

防衛省本省所属物品 防衛装備庁所属物品

１件５０ 防衛大臣 防衛装備庁長官

万円以上

１件２０ 幕僚長等

万円以上 防衛装備庁長官の指定する者

１件２０ 幕僚長等の指定する部隊

万円未満 等の長

（調査）

第３６条 裁定権者は、裁定をしようとする場合において必要があるときは、必要な事項

を自ら調査し、又は所属の職員（当該物品に係る物品管理職員を除く ）をして調査さ。

せることができる。

（裁定の通知）

第３７条 裁定権者は、裁定の結果を速やかに別記様式第３０の裁定書をもって本人に通

知するものとする。ただし、防衛装備庁所属物品に係る裁定の通知については、防衛装

備庁長官の定めるところによるものとする。

第５章 記録・報告

（帳簿等）

第３８条 防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚

、 、 （ 。監部 情報本部 防衛監察本部又は地方防衛局に所属する物品管理職員 補助者を除く

第３項において同じ ）が備える政令第４２条に規定する物品管理簿、物品出納簿及び。

物品供用簿（以下「帳簿」という ）の様式並びに物品の異動の整理区分は、別記様式。

第３１から別記様式第３３まで及び別表第４から別表第６までに定めるところによるも

のとする。ただし、大臣官房長、地方協力局長（施設発生物品等の管理に関する事務に

限る 、防衛大学校長、防衛医科大学校長、防衛研究所長、統合幕僚長、情報本部長、。）

防衛監察監又は地方防衛局長（施設発生物品等の管理に関する事務を除く ）は、特に。

必要があると認めるときは、当該様式に所要の事項を付け加え、又は当該整理区分の細

分を定めることができる。

２ 陸上自衛隊、海上自衛隊又は航空自衛隊が備える帳簿の様式及び物品の異動の整理区

分は、陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長が、それぞれ別に定めるところによるも

のとする。

３ 陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長は、陸上自衛隊、海上自衛隊又は航空自衛隊



に所属する物品管理職員が備える帳簿の様式及び物品の異動の整理区分を定めた場合に

は、防衛大臣に報告しなければならない。

４ 防衛装備庁における帳簿の様式は、防衛装備庁長官の定めるところによるものとし、

物品の異動の整理区分は別表第４から別表第６までに定めるところによるものとする。

ただし、防衛装備庁長官は帳簿の様式を定めた場合には、防衛大臣に報告しなければな

らない。また、防衛装備庁長官は特に必要があると認めるときは、当該整理区分の細分

を定めることができる。

（引継書）

第３９条 省令第４２条の規定により作成する引継書は、別記様式第３４の引継書による

ものとする。

（証書）

第４０条 第１７条第１項、第１８条第１項、第２５条及び第２９条第１項に規定する様

式並びに第３３条第１項の表様式の欄に掲げる様式は、同表物品の管理に関する行為の

欄に掲げる物品の管理に関する行為の証として使用する。

２ 次の表の左欄に掲げる証書は、同表の右欄に掲げる物品の管理に関する行為に基づく

物品の異動の証として使用する。

証書 物品の管理に関する行為

管理換票・供用 ⑴ 省令第１４条第１項に規定する払出命令又は返納命令

換票・保管換票 ⑵ 省令第１４条第３項に規定する受入命令又は受領命令

（別記様式第３ ⑶ 省令第２３条の規定による返納命令又は受領命令

５） ⑷ 保管換命令（同一物品管理官から出納及び保管に関する事務の

委任を受けた物品出納官の間において物品の保管を移すことをい

う。以下同じ ）。

供用票（別記様 ⑴ 法第２０条第１項に規定する払出しの請求（物品供用官を置か

式第３６） ない場合にあっては、物品を使用する職員からの請求を含む ）。

⑵ 省令第２０条第２項の規定による払出命令、払出し又は受領命

令

返納票（別記様 ⑴ 法第２１条第２項の規定による返納命令（物品供用官を置かな

式第３７） い場合にあっては、物品を使用する職員に対する返納のための

命令を含む ）。

⑵ 省令第２２条第２項の規定による受入命令

⑶ 省令第２４条第２項の規定による返納命令

納品書・ 受領 ⑴ 省令第１９条において準用する省令第１４条第３項の受入命令（ ）

検査調書（別記 又は受領命令

様式第３８） ⑵ 省令第３１条第２項において 準用する省令第１４条第１項の払

出命令又は返納命令により国以外の者に引渡しをした物品の受入

命令又は受領命令

受領書（別記様 ⑴ 省令第２７条第２項、省令第３１条第２項又は省令第３５条第

式第３９） ２項において準用する省令第１４条第１項の払出命令又は返納命

令



⑵ 前号のほか物品を生産等のため国以外の者に引き渡す場合にお

ける払出命令又は返納命令

返品書・材料使 ⑴ 省令第２７条第２項又は省令第３５条第２項において準用する

用明細書（別記 省令第１４条第１項の払出命令又は返納命令により国以外の者に

様式第４０） 引渡しをした物品の受入命令又は払出命令

⑵ 前号のほか、物品を生産等のため国以外の者に引渡しをした物

品の受入命令若しくは受領命令又は払出命令

受払書（別記様 上記以外の物品の管理に関する行為及びこれらに係る受入命令、

式第４１） 受領命令、払出命令又は返納命令

３ 前項の規定にかかわらず 幕僚長等は 必要と認める場合には 前項に定める証書 管、 、 、 （

理換票・供用換票・保管換票にあっては、各自衛隊等内の管理換に係るものに限る ）。

の様式を定めることができる。

４ 幕僚長等は、各自衛隊等と各自衛隊等以外の国の機関との間における管理換又は各自

衛隊等間の管理換について、第１項に定める管理換票・供用換票・保管換票を使用する

ことが適当でないと認める場合には、防衛大臣の承認を得て、これらと異なる証書の様

式を定めることができる。

５ 物品管理官が直接物品の引渡しを行う管理換を行う場合には、第３３条第１項に定め

る管理換物品引渡通知書（同条第２項の規定により定められたこれに相当する様式を含

。） 。む をもって別記様式第３５の管理換票・供用換票・保管換票に代えることができる

６ 防衛装備庁所属物品に関する証書の様式は、防衛装備庁長官の定めるところによるも

のとする。

（諸記録の整理等）

第４１条 帳簿及び証書（以下「諸記録」という ）は、会計年度ごとに整理する。ただ。

し、帳簿は更新することなく継続して使用することができる。

（報告資料等の提出）

第４２条 物品管理官は、当該物品管理官に属する重要物品について、毎会計年度間にお

ける増減及び毎会計年度末における現在額を別記様式第４２の物品増減及び現在額報告

書により翌年度６月３０日までに防衛大臣に報告しなければならない。

第６章 現況調査・検査

（現況調査）

第４３条 物品管理官は、その管理する物品について、幕僚長等及び防衛装備庁長官の定

めるところにより、現況調査を行うものとする。

（不符合及び異常の整理）

第４４条 物品出納官又は物品供用官は、現品と記録との不符合又は異常を発見したとき

は、速やかに物品管理官に報告しなければならない。

２ 物品管理官は、前条の現況調査、前項の報告、次条の検査等により現品と記録との不

符合又は異常を発見したときは、その原因を調査した後、物品出納官又は物品供用官に

対し、政令第３７条第２項の規定に該当すると認めるときは同項の報告をするよう指示

し、その他の場合にあっては当該物品の受入を命ずる等必要な措置をとるよう指示しな



ければならない。

（検査）

第４５条 政令第４４条第１項及び第３項の規定による検査で防衛省本省に所属する物品

管理官に係るものの検査員は、次の各号に掲げる者がそれぞれ当該各号に定める物品管

理官に係る検査について命ずるものとする。

(１) 防衛大臣 物品管理官

(２) 幕僚長等 分任物品管理官（次号に定める者を除く ）。

(３) 幕僚長等の指定する部隊等の長 当該部隊等に所属する分任物品管理官

２ 政令第４４条第３項の規定による検査で防衛省本省に所属する物品出納官又は物品供

用官に係るものの検査員は、幕僚長等又は幕僚長等の指定する者が命ずるものとする。

３ 政令第４４条第３項の規定による検査を行うべき場合は、次の各号の１に該当する場

合であって、前２項の規定により検査を命ずる権限を有する者が特に検査を必要と認め

たときとする。

(１) 水震火災その他の災害により相当量の物品が亡失し、又は損傷した場合

(２) 窃盗、横領その他の犯罪により物品が亡失し、又は損傷した場合

(３) 物品の管理の適正を欠くと認められる事実があった場合

４ 第１項及び第２項の規定により検査員を命ずる権限を有する者は、前項の場合以外の

場合にも必要があると認めるときは、随時、検査を行わせることができる。

５ 政令第４４条第１項及び第３項の規定による検査に係る防衛装備庁に所属する検査員

の任命は、防衛装備庁長官の定めるところによるものとする。

（検査書）

第４６条 政令第４６条第１項の検査書は、別記様式第４３によるものとする。

（点検）

第４７条 物品供用官は、毎月１回及び必要があると認めるときはその都度、供用中の物

品について使用状況を点検するものとする。

（適用除外物品の管理）

第４８条 政令第４７条第２項第１号から第６号までに規定する物品を保有する官署の物

品管理官は、その物品を使用する職員に対し、当該物品の管理について適切な指導を怠

ってはならない。

２ 防衛大臣は政令第４７条第２項第４号に該当する官署を指定するものとする。

３ 政令第４７条第２項第７号に規定する物品を保有する機関の上司は、善良な管理者の

注意をもってその業務を行うものとする。

（適用除外官署の指定）

第４９条 幕僚長等及び防衛装備庁長官は、次の各号のいずれにも該当する官署を、省令

第４４条第２号に規定する官署（以下「適用除外官署」という ）として指定すること。

ができる。

(１) 職員の数が、おおむね５０人以下であること。

(２) 当該官署において取得する物品の取得価格の合計額（管理換による増加額を含

む ）と維持管理に直接要する経費の総計（以下「取得価格等の合計額」という ）。 。

が、当該年度において、おおむね１，０００万円以下（事業を行う官署又は物品の



取扱いを主な業務とする官署にあっては、おおむね２，０００万円以下）であるこ

と。

（適用除外官署の指定解除等）

第５０条 幕僚長等及び防衛装備庁長官は、前条の規定により指定をした官署について、

同条各号に掲げる要件のいずれかに該当しなくなったときは、当該指定を解除するもの

とする。

２ 幕僚長等及び防衛装備庁長官は、前条の規定による指定をし、又は前項の規定により

指定の解除をしたときは、その旨を防衛大臣に報告するものとする。

第７章 雑則

（他の各省各庁に置かれた物品管理官の管理事務の特例）

第５１条 法第８条第２項の規定により他の各省各庁に置かれた物品管理官に属する防衛

省所管の物品の管理については、別に定めるところによる。

（供与物品及び貸与物品の特例）

第５２条 供与物品及び貸与物品は、防衛大臣の指示がなければこれを廃棄、売払若しく

は譲渡をし又は国以外の者に貸付してはならない。

２ 供与物品及び貸与物品で必要のなくなったものが生じた場合には、幕僚長等はこの旨

を防衛大臣に報告し、その指示を受けなければならない。

３ 供与物品（有償で供与を受けた物品を除く ）及び貸与物品の諸記録は、供与物品及。

び貸与物品以外の物品の記録と区分して整理しなければならない。ただし、既製被服、

部品、附属品又は消耗品について区別ができない場合には、この限りではない。

４ 供与物品及び貸与物品の証書は、第４０条第１項から第３項の規定にかかわらず、こ

れに準ずる証書をもってこれに代えることができる。

（細部の実施規定）

第５３条 幕僚長等及び防衛装備庁長官は、この訓令の実施に関し必要な事項を定めるこ

とができる。

附 則

この訓令は、平成19年１月９日から施行する。

附 則（平成19年３月27日省訓第10号）

この訓令は、平成19年３月28日から施行する。

附 則（平成19年３月30日省訓第26号）

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。

附 則（平成19年８月25日省訓第72号）

この訓令は、平成19年９月１日から施行する。

附 則（平成20年３月25日省訓第12号 （抄））

１ この訓令は、平成20年３月26日から施行する。

附 則（平成20年３月31日省訓第27号）

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。

附 則（平成20年４月１日省訓第32号 （抄））



１ この訓令は、平成20年４月30日から施行する。

附 則（平成21年２月23日省訓第１号）

この訓令は、平成21年２月23日から施行し、改正後の防衛省所管物品管理取扱規則の規

定は、平成20年４月１日から適用する。

附 則（平成21年３月27日省訓第22号 （抄））

１ この訓令は、平成21年４月１日から施行する。

附 則（平成21年７月29日省訓第48号）

この訓令は、平成21年８月１日から施行する。

附 則（平成21年８月13日省訓第52号）

この訓令は、平成21年８月18日から施行する。

附 則（平成22年３月25日省訓第８号 （抄））

１ この訓令は、平成22年３月26日から施行する。

附 則（平成22年11月12日省訓第39号）

この訓令は、平成22年11月12日から施行する。

附 則（平成23年３月31日省訓第12号 （抄））

１ この訓令は、平成23年３月31日から施行する。

附 則（平成23年４月１日省訓第16号 （抄））

１ この訓令は、平成23年４月１日から施行する。

附 則（平成23年４月19日省訓第20号）

この訓令は、平成23年４月22日から施行する。

附 則（平成23年８月30日省訓第32号）

この訓令は、平成23年９月１日から施行する。

附 則（平成24年２月９日省訓第１号）

この訓令は、平成24年２月９日から施行する。

附 則（平成24年４月６日省訓第15号 （抄））

１ この訓令は、平成24年４月６日から施行する。

附 則（平成25年３月22日省訓第16号 （抄））

この訓令は、平成25年３月26日から施行する。

附 則（平成25年７月31日省訓第42号 （抄））

この訓令は、平成25年８月１日から施行する。

附 則（平成26年３月24日省訓第10号 （抄））

この訓令は、平成26年３月26日から施行する。

附 則（平成26年５月30日省訓第36号 （抄））

１ この訓令は、平成26年５月30日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行に際現にこの訓令による改正前の防衛省所管物品管理取扱規則（以下

「旧規則」という ）第３条第４項の規定によりされている標示及び旧規則第３２条の。

規定により備えられている帳簿については、この訓令による改正後の防衛省所管物品管

理取扱規則（以下「新規則」という ）の規定にかかわらず、なお従前の例により使用。

することができる。



３ 旧規則に規定する様式（旧規則別記第１号様式から別記第３号様式まで及び別記第８

号様式から別記第１５号様式（その２）までをいう ）については、平成２７年３月３。

１日までの間は、新規則の規定にかかわらず、なお従前の例により使用することができ

る。

（検討）

４ 大臣官房監査課は、この訓令の施行後適当な時期において、新規則の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。

附 則（平成27年４月10日省訓第20号 （抄））

この訓令は、平成27年４月10日から施行する。

附 則（平成27年７月１日省訓第28号）

この訓令は、平成27年７月１日から施行する。

附 則（平成27年10月１日省訓第39号 （抄））

（施行期日）

第１条 この訓令は、平成27年10月１日から施行する。

附 則（平成28年３月28日省訓第16号 （抄））

この訓令は、平成28年３月28日から施行する。

附 則（平成28年９月15日省訓第55号）

この訓令は、平成28年９月15日から施行する。

附 則（平成29年３月24日省訓第９号 （抄））

この訓令は、平成29年３月27日から施行する。

附 則（平成29年12月27日省訓第63号 （抄））

この訓令は、平成30年１月１日から施行する。

附 則（平成30年３月26日省訓第15号 （抄））

この訓令は、平成30年３月27日から施行する。

附 則（平成30年３月30日省訓第26号 （抄））

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。

附 則（平成31年３月20日省訓第５号 （抄））

この訓令は、平成31年３月26日から施行する。

附 則（平成31年３月29日省訓第18号 （抄））

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。

附 則（令和元年６月20日省訓第８号）

１ この訓令は、令和元年７月１日から施行する。

、 、 「 」２ この訓令による改正後の様式を使用するに当たっては 必要に応じ 各様式中 令和

とあるのは「平成」とする修正を加えたものを使用することができる。

附 則（令和２年３月25日省訓第14号 （抄））

この訓令は、令和２年３月26日から施行する。

附 則（令和２年３月27日省訓第15号）

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和２年３月30日省訓第19号 （抄））



この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和２年９月30日省訓第57号 （抄））

１ この訓令は、令和２年10月１日から施行する。

附 則（令和２年12月28日省訓第67号 （抄））

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年12月28日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。

（１）第35条（防衛省所管物品管理取扱規則別記様式第34及び別記様式第43の改正規定に

限る ）の規定 令和３年１月１日。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」

という ）により使用されている書類は、この訓令による改正後の様式によるものとみ。

なす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。

附 則（令和３年３月31日省訓第18号 （抄））

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和４年２月28日省訓第４号）

この訓令は、令和４年３月１日から施行する。

附 則（令和４年３月15日省訓第10号 （抄））

この訓令は、令和４年３月17日から施行する。

附 則（令和４年３月31日省訓第43号）

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年３月15日省訓第10号）

この訓令は、令和５年３月16日から施行する。

附 則（令和５年３月31日省訓第38号）

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和５年６月30日省訓第59号）

この訓令は、令和５年７月１日から施行する。

附 則（令和６年３月19日省訓第13号）

この訓令は、令和６年３月21日から施行する。

附 則（令和６年８月30日省訓第286号）

この訓令は、令和６年８月30日から施行する。

附 則（令和７年２月６日省訓第８号）

この訓令は、令和７年２月１０日から施行する。

附 則（令和７年３月21日省訓第34号）

この訓令は、令和７年３月24日から施行する。

附 則（令和７年３月24日省訓第71号）

この訓令は、令和７年３月24日から施行する。

附 則（令和７年３月31日省訓第87号）



１ この訓令は、令和７年４月１日又は令和７年度予算成立の日の翌日のいずれか遅い日

から施行する。

別表第１（第３条関係）

防衛省所管物品分類表

会計 分類Ⅰ 分類Ⅱ 説 明

一般 防衛省本 防衛用品 次の経費により取得する物品その他防衛省本省に必要

会計 省 な物品（防衛装備庁において取得する物品を除く ）。

（組織）防衛本省

（項）防衛本省共通費

（項）防衛本省施設費

（項）防衛力基盤強化推進費

（項）防衛力基盤強化施設整備費

（項）武器車両等整備費

（項）艦船整備費

（項）航空機整備費

（項）○○建造費

（項）在日米軍等駐留関連諸費

（項）安全保障協力推進費

（項）南極地域観測事業費

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

施設発生物品 自衛隊の施設に係る工事等により発生した物品（地方

防衛局において取得する物品に限る ）。

返還物品 連合国軍又は駐留軍からの返還又は取得に係る物品

収用等物品 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第１０３条第

１項及び第２項の規定に基づき使用又は収用する物資

防衛用品 （組織）地方防衛局

（項）地方防衛局

（項）地方防衛局施設費

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費

防衛装備 防衛用品 次の経費により取得する物品その他防衛装備庁に必要

庁 な物品（防衛省本省において取得する物品を除く ）。

（組織）防衛装備庁

（項）防衛装備庁共通費

（項）防衛力基盤強化推進費

（項）防衛力基盤強化施設整備費

（項）放射能調査研究費

（項）情報通信技術調達等適正・効率化推進費



別表第２（第７条関係）

防衛省所管物品管理官等指定官職表

一般会計

（１）防衛省本省の内部部局

物品管理 物品管理 事務の範囲 分任物品 分任物品 事務の範囲 分任物品

官 官代理 管理官 管理官代 管理官代

理 理の官職

を指定し

ない分任

物品管理

官

大臣官房 大臣官房 防衛省本省の内部 大臣官房 国立国会図書館支 大臣官房

会計課会 会計課長 部局に属する物品 文書課長 部防衛省図書館に 文書課長

計管理官 の管理に関する事 属する図書類の管

務 理に関する事務

（２）陸上自衛隊

物品管理 物品管理 事務の範囲 分任物品 分任物品 事務の範囲 分任物品

官 官代理 管理官 管理官代 管理官代

理 理の官職

を指定し

ない分任

物品管理

官

陸上幕僚 陸上幕僚 自衛隊情 自衛隊情 自衛隊情報保全隊陸上自衛隊並び

長 副長 報保全隊 報保全隊 本部及び中央情報に自衛隊情報保

司令 副司令 保全隊に属する物全隊、自衛隊海

品（陸上幕僚長の上輸送群、自衛

指定する物品（以隊体育学校、自

下この表において衛隊中央病院、

「指定物品」とい陸上幕僚長の監

う ）を除く。以督を受ける自衛 。

下この表において隊地区病院及び

同じ ）の管理に地方協力本部に 。

関する事務属する物品の管

理に関する事務

自衛隊海 自衛隊海 自衛隊海上輸送群

上輸送群 上輸送群 （隷下部隊を含

司令 副司令 む ）に属する物。

品（指定物品を含



む ）の管理に関。

する事務

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊警務隊

隊警務隊 隊警務隊 本部及び中央警務

長 副隊長 隊に属する物品の

管理に関する事務

陸上自衛 陸上自衛 陸上幕僚監部及び

隊中央業 隊中央業 陸上自衛隊中央業

務支援隊 務支援隊 務支援隊に属する

長 副隊長 物品並びに陸上幕

僚監部及び市ヶ谷

駐屯地に所在する

部隊に属する指定

物品の管理に関す

る事務

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊中央会

隊中央会 隊中央会 計隊に属する物品

計隊長 計隊副隊 の管理に関する事

長 務

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊会計監

隊会計監 隊会計監 査隊本部に属する

査隊長 査隊副隊 物品の管理に関す

長 る事務

横浜駐屯地に所在陸上自衛 陸上自衛

する部隊に属する隊中央輸 隊中央輸

物品（指定物品を送隊長 送隊副隊

含む ）の管理に長 。

関する事務

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊中央輸

隊中央輸 隊中央輸 送隊方面分遣隊に

送隊方面 送隊方面 属する物品の管理

分遣隊長 分遣隊副 に関する事務

隊長

中央音楽 中央音楽 中央音楽隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務

中央管制 中央管制 中央管制気象隊に

気象隊長 気象隊副 属する物品の管理

隊長 に関する事務

陸上自衛 当該学校 当該学校（分校を



隊の学校 の副校長 除く ）に属する。

（陸上自 物品の管理に関す

衛隊富士 る事務。ただし、

学校を除 当該学校の校長を

く ）の もって充てる分任。

校長 物品管理官で陸上

幕僚長の指定する

ものにあっては、

当該学校と同一の

駐屯地に所在する

指定部隊（陸上幕

僚長の指定する部

隊をいう。以下同

じ ）に属する物。

品及び当該駐屯地

に所在する部隊及

び機関（以下この

表 （３）の表及、

び（４）の表にお

いて「部隊等」と

いう ）に属する。

指定物品の管理に

関する事務を含

む。

陸上自衛 当該分校 当該分校に属する

隊の学校 の総務課 物品の管理に関す

の分校の 長 る事務。ただし、

分校長 当該分校の分校長

をもって充てる分

任物品管理官で陸

上幕僚長の指定す

るものにあって

は、当該分校と同

一の駐屯地に所在

する指定部隊に属

する物品及び当該

駐屯地に所在する

部隊等に属する指

定物品の管理に関

する事務を含む。



陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊富士学

隊富士学 隊富士学 校及び富士駐屯地

校管理部 校管理部 に所在する指定部

長 管理課長 隊に属する物品並

びに当該駐屯地に

所在する部隊等に

属する指定物品の

管理に関する事務

陸上自衛 当該部隊 当該部隊に属する 武器教導

隊の学校 の副大隊 物品の管理に関す 隊長

の校長隷 長又は副 る事務

下 部 隊 隊長

（陸上自

衛隊幹部

候補生学

校 教 導

隊、富士

教導団、

情報教導

隊、第３

１１輸送

中隊及び

化学教導

隊 を 除

く ）の。

長

富士教導 当該部隊 当該部隊に属する

団直轄部 の副連隊 物品の管理に関す

隊の長 長、副大 る事務。ただし、

隊長、副 富士教導団本部付

隊長又は 隊長をもって充て

対戦車隊 る分任物品管理官

長（富士 にあっては、富士

教導団本 教導団本部に属す

部付隊に る物品の管理に関

限る ） する事務を含む。。

自衛隊体 自衛隊体 自衛隊体育学校

育学校長 育学校副 （冬季特別体育教

校長 育室を除く ）に。

属する物品の管理



に関する事務

自衛隊体 自衛隊体育学校冬 自衛隊体

育学校冬 季特別体育教育室 育学校冬

季特別体 に属する物品の管 季特別体

育教育室 理に関する事務 育教育室

長 長

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊教育訓

隊教育訓 隊教育訓 練研究本部（訓練

練研究本 練研究本 評価支援隊を除

部長 部副本部 く ）及び目黒駐。

長 屯地に所在する指

定部隊に属する物

品並びに当該駐屯

地に所在する部隊

等に属する指定物

品の管理に関する

事務

訓練評価 訓練評価 訓練評価支援隊に

支援隊長 支援隊副 属する物品の管理

隊長 に関する事務

装備実験 装備実験 開発実験団本部及

隊長 隊副隊長 び装備実験隊に属

する物品の管理に

関する事務

飛行実験 飛行実験 飛行実験隊に属す

隊長 隊整備班 る物品の管理に関

長 する事務

部隊医学 部隊医学 部隊医学実験隊に

実験隊長 実験隊実 属する物品の管理

験科長 に関する事務

陸上自衛 陸上自衛 陸上自衛隊補給統

隊補給統 隊補給統 制本部及び十条駐

制本部長 制本部副 屯地に所在する指

本部長 定部隊に属する物

品並びに当該駐屯

地に所在する部隊

に属する指定物品

の管理に関する事

務

自衛隊中 自衛隊中 自衛隊中央病院に



央病院長 央病院副 属する物品の管理

院長 に関する事務

陸上総隊 陸上総隊 陸上総隊司令部及

司令部付 司令部付 び陸上総隊司令部

隊長 隊管理班 付隊に属する物品

長 の管理に関する事

務

空挺団長 空挺団副 空挺団（隷下部隊

団長 を含む。ただし、

普通科大隊、特科

大隊及び後方支援

隊を除く ）に属。

する物品の管理に

関する事務

空挺団直 当該部隊 当該部隊に属する

轄 部 隊 の副大隊 物品の管理に関す

（本部中 長又は副 る事務

隊、通信 隊長

中隊、施

設中隊及

び空挺教

育隊を除

く ）の。

長

水陸機動 当該部隊 当該部隊に属する 水陸機動

団直轄部 の副連隊 物品の管理に関す 団本部付

隊の長 長、副大 る事務。ただし、 隊長

隊長、副 水陸機動団本部付

中隊長又 隊長をもって充て

は総務科 る分任物品管理官

長 にあっては、水陸

機動団本部に属す

る物品の管理に関

する事務を含む。

第１ヘリ 第１ヘリ 第１ヘリコプター

コプター コプター 団本部及びこれと

団長 団副団長 同一の駐屯地に所

属する同団の隷下

部隊（輸送ヘリコ

プター群、第１ヘ



リコプター野整備

隊及び輸送航空隊

を除く ）に属す。

る物品の管理に関

する事務

輸送ヘリ 輸送ヘリ 輸送ヘリコプター

コプター コプター 群に属する物品の

群長 群副群長 管理に関する事務

第１ヘリ 第１ヘリ 第１ヘリコプター

コプター コプター 野整備隊に属する

野整備隊 野整備隊 物品の管理に関す

長 補給隊長 る事務

輸送航空 輸送航空 輸送航空隊（第１

隊長 隊副隊長 ０９飛行隊及び輸

送航空野整備隊を

除く ）に属する。

物品の管理に関す

る事務

第１０９ 第１０９ 第１０９飛行隊に

飛行隊長 飛行隊副 属する物品の管理

隊長 に関する事務

輸送航空 輸送航空 輸送航空野整備隊

野整備隊 野整備隊 に属する物品の管

長 隊本部班 理に関する事務

長

システム 当該部隊 当該部隊に属する システム

通信団直 の 副 群 物品の管理に関す 通信団本

轄部隊の 長、副隊 る事務。ただし、 部付隊長

長 長、副中 システム通信団本

隊長（映 部付隊長をもって

像写真中 充てる分任物品管

隊 に 限 理官にあっては、

る ） システム通信団本。

部に属する物品の

管理に関する事務

を含む。

中央情報 中央情報 中央情報隊本部及

隊長 隊副隊長 びこれと同一の駐

屯地に所在する同

隊の隷下部隊に属



する物品の管理に

関する事務

地理情報 地理情報 地理情報隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務

基礎情報 基礎情報 基礎情報隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務

中央即応 中央即応 中央即応連隊に属

連隊長 連隊副連 する物品の管理に

隊長 関する事務

特殊作戦 特殊作戦 特殊作戦群に属す

群長 群副群長 る物品の管理に関

する事務

電子作戦 電子作戦 電子作戦隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品（駐屯地業

務隊長の管理する

物品を除く ）の。

管理に関する事務

中央特殊 中央特殊 中央特殊武器防護

武器防護 武器防護 隊に属する物品の

隊長 隊副隊長 管理に関する事務

対特殊武 対特殊武 対特殊武器衛生隊

器衛生隊 器衛生隊 に属する物品の管

長 副隊長 理に関する事務

国際活動 国際活動 国際活動教育隊に

教育隊長 教育隊副 属する物品の管理

隊長 に関する事務

方面総監 方面総監 方面総監部及び方

部付隊長 部付隊管 面総監部付隊に属

理班長 する物品の管理に

関する事務

特科団直 当該部隊 当該部隊に属する

轄 部 隊 の副中隊 物品の管理に関す

（特科群 長又は管 る事務。ただし、

及び地対 理 班 長 特科団本部中隊長

艦ミサイ （特科団 をもって充てる分

ル連隊を 本部中隊 任物品管理官にあ

除く ） に限る っては、特科団本。 。）

の長 部に属する物品の



管理に関する事務

を含む。

方面特科 方面特科 方面特科隊本部及

隊長 隊副隊長 びこれと同一の駐

屯地に所在する同

隊の隷下部隊に属

する物品の管理に

関する事務

特科群長 特科群副 特科群本部及びこ

群長 れと同一の駐屯地

に所在する同群の

隷下部隊に属する

物品の管理に関す

る事務

特科群直 当該部隊 当該部隊に属する

轄 部 隊 の副大隊 物品の管理に関す

（特科群 長 る事務

本部と同

一の駐屯

地に所在

する部隊

。）を除く

の長

地対艦ミ 地対艦ミ 地対艦ミサイル連

サイル連 サイル連 隊に属する物品の

隊長 隊副連隊 管理に関する事務

長

高射特科 高射特科 高射特科団本部、

団本部付 団本部付 高射特科団本部付

隊長 隊通信班 隊及び高射特科団

長 直轄部隊である無

線誘導機隊に属す

る物品の管理に関

する事務

高射特科 高射特科 高射特科群に属す

群長 群副群長 る物品の管理に関

する事務

高射特科 高射特科 高射特科隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務



第１０１ 第１０１ 第１０１無人標的

無人標的 無人標的 機隊に属する物品

機隊長 機隊副隊 の管理に関する事

長 務

施設団直 当該部隊 当該部隊に属する 施設団本

轄 部 隊 の副隊長 物品の管理に関す 部付隊長

（施設群 又は副中 る事務。ただし、

及び施設 隊長 施設団本部付隊長

隊 を 除 をもって充てる分

く ）の 任物品管理官にあ。

長 っては施設団本部

に属する物品の管

理に関する事務を

含む。

施設群長 施設群副 当該部隊（施設群

群長 本部と同一駐屯地

に所在しない施設

中隊及び水際障害

中隊を除く ）に。

属する物品の管理

に関する事務

施設群直 当該部隊 当該部隊に属する

轄 部 隊 の副中隊 物品の管理に関す

（施設群 長 る事務。ただし、

本部と同 陸上幕僚長の指定

一の駐屯 する分任物品管理

地に所在 官にあっては当該

する部隊 部隊と同一の駐屯

を除く 地に所在する指定。）

の長 部隊に属する物品

及び当該駐屯地に

所在する部隊に属

する指定物品の管

理に関する事務を

含む。

警備隊に属する警備隊長 警備隊副

物品の管理に関隊長

する事務。ただ

し、対馬警備隊

長をもって充て



る分任物品管理

官にあっては、

対馬警備隊と同

一の駐屯地に所

在する指定部隊

に属する物品（指

定物品を含む ）。

の管理に関する

事務を含む。

方面通信 方面通信 方面通信群本部及

群長 群副群長 びこれと同一の駐

屯地に所在する同

群の隷下部隊に属

する物品の管理に

関する事務。

方面システム通信方面シス 方面シス

群本部及びこれとテム通信 テム通信

同一の駐屯地に所群長 群副群長

在する同群の隷下

部隊に属する物品

の管理に関する事

務。ただし、西部

方面システム通信

群長をもって充て

る分任物品管理官

にあっては、第３

１９基地通信中隊

高遊原派遣隊に属

する物品の管理に

関する事務を含

む。

基地シス 当該部隊 当該部隊（基地通

テム通信 の副中隊 信中隊の所在する

大隊直轄 長 駐屯地以外の駐屯

部隊（方 地に所在する同中

面通信群 隊の派遣隊を除

本部又は く ）に属する物。

方面シス 品の管理に関する

テム通信 事務

群本部と



同一の駐

屯地に所

在する部

隊 を 除

く ）の。

長

第３０２ 第３０２ 第３０２電子戦中

電子戦中 電子戦中 隊に属する物品の

隊長 隊副中隊 管理に関する事務

長

方面混成 当該部隊 当該部隊に属する

団直轄部 の副連隊 物品の管理に関す

隊の長 長、副中 る事務。ただし、

隊長、副 当該部隊の長をも

隊長、管 って充てる分任物

理科長又 品管理官で陸上幕

は管理係 僚長の指定するも

長 のにあっては、同

一駐屯地に所在す

る指定部隊に属す

る物品の管理に関

する事務を含む。

方面後方 方面後方 方面後方支援隊に

支援隊長 支援隊副 属する物品（陸上

隊長 幕僚長が別に定め

る物品に限る ）。

の管理に関する事

務

方面後方 当該部隊 当該部隊に属する 副隊長を

支援隊直 の副大隊 物品（方面後方支 その編成

轄 部 隊 長、副隊 援隊長の管理する に有しな

（方面輸 長又は通 物品を除く ）の い直接支。

送隊及び 信小隊長 管理に関する事 援隊長及

不発弾処 務。ただし、方面 び直接支

理隊を除 後方支援隊本部付 援中隊長

く ）の 隊長をもって充て。

長 る分任物品管理官

にあっては方面後

方支援隊本部に属

する物品の管理に



関する事務を、当

該方面後方支援隊

長直轄部隊の長を

もって充てる分任

物品管理官で陸上

幕僚長の指定する

ものにあっては、

当該部隊と同一の

駐屯地に所在する

指定部隊に属する

物品の管理に関す

る事務を含む。

方面輸送 方面輸送 方面輸送隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務

方面航空 方面航空 方面航空隊本部及

隊長 隊副隊長 びこれと同一の駐

屯地に所在する同

航空隊の隷下部隊

（方面航空野整備

隊を除く ）に属。

する物品の管理に

関する事務

方面航空 当該部隊 当該部隊に属する

隊直轄部 の副隊長 物品の管理に関す

隊（方面 又は補給 る事務

航空隊本 隊長

部と同一

の駐屯地

に所在す

る 部 隊

（方面航

空野整備

隊 を 除

く ）を。

除く ）。

の長

方面衛生 方面衛生 方面衛生隊に属す

隊長 隊副隊長 る物品の管理に関

する事務



方面指揮 方面指揮 方面指揮所訓練支

所訓練支 所訓練支 援隊に属する物品

援隊長 援隊副隊 の管理に関する事

長 務

沿岸監視 沿岸監視 沿岸監視隊及びこ

隊長 隊副隊長 れと同一の駐屯地

又は分屯地に所在

する指定部隊に属

する物品の管理に

関する事務

方面情報 方面情報 方面情報処理隊に

処理隊長 処理隊副 属する物品の管理

隊長 に関する事務

方面情報 当該方面 方面情報隊（西部

隊（西部 情報隊の 方面情報隊及び沿

。）方面情報 副隊長 岸監視隊を除く

隊を除く に属する物品の管

）長 理に関する事務。

西部方面 西部方面 西部方面情報隊（

情報隊長 情報隊副 与那国駐屯地に所

隊長 在する部隊を除く

）に属する物品。

の管理に関する事

務

方面警務 方面警務 方面警務隊（方面

隊(東部 隊副隊長 警務隊(東部方面

方面警務 警務隊を除く。)

隊 を 除 の所在する駐屯地

く。)の 以外の駐屯地に所

長 在する地区警務隊

を除く。)に属す

る物品の管理に関

する事務

施設隊長 施設隊副 当該部隊（施設隊

隊長 本部と同一の駐屯

地に所在しない施

設中隊を除く ）。

に属する物品の管

理に関する事務

方面対舟 方面対舟 方面対舟艇対戦車



艇対戦車 艇対戦車 隊に属する物品の

隊長 隊副隊長 管理に関する事務

駐屯地業 当該部隊 当該部隊及びこれ

務隊長 の総務科 と同一の駐屯地に

長 所在する指定部隊

に属する物品並び

に当該駐屯地（陸

上幕僚長の指定す

。）る分屯地を除く

に所在する部隊等

に属する指定物品

の管理に関する事

務

保安警務 保安警務 当該部隊に属する

中 隊 長 中隊副中 物品の管理に関す

（方面警 隊長 る事務

務隊の所

在する駐

屯地に所

在する保

安警務中

隊 を 除

く。)

陸上自衛 当該補給 当該補給処（支処

隊の補給 処の副処 及び出張所を除

処の処長 長 く ）に属する物。

品の管理に関する

事務。ただし、当

該補給処の処長を

もって充てる分任

物品管理官で陸上

幕僚長の指定する

ものにあっては、

当該補給処と同一

の駐屯地に所在す

る指定部隊に属す

る物品及び当該駐

屯地（陸上幕僚長

の指定する分屯地

を除く ）に所在。



する部隊等に属す

る指定物品の管理

に関する事務を含

む。

陸上自衛 当該支処 当該支処に属する

隊の補給 の総務部 物品の管理に関す

処の支処 長、総務 る事務。ただし、

の支処長 課長（陸 当該支処の支処長

上自衛隊 をもって充てる分

関東補給 任物品管理官で陸

処松戸支 上幕僚長の指定す

処、古河 るものにあって

支処及び は、当該支処と同

用賀支処 一の駐屯地又は分

並びに陸 屯地に所在する指

上自衛隊 定部隊に属する物

関西補給 品及び当該駐屯地

処桂支処 又は分屯地に所在

以外の支 する部隊等に属す

処 に 限 る指定物品の管理

る ）又 に関する事務を含。

は総務科 む。

長

陸上自衛 当該出張所に属す 陸上自衛

隊の補給 る物品の管理に関 隊の補給

処の出張 する事務 処の出張

所の出張 所の出張

所長 所長

陸上幕僚 当該病院 当該病院に属する

長の監督 の副院長 物品の管理に関す

を受ける る事務。ただし、

自衛隊地 当該病院の病院長

区病院の をもって充てる分

病院長 任物品管理官で陸

上幕僚長の指定す

るものにあって

は、当該病院と同

一の駐屯地に所在

する指定部隊に属

する物品及び当該



駐屯地に所在する

部隊等に属する指

定物品の管理に関

する事務を含む。

地方協力 地方協力 地方協力本部及び

本部長 本部副本 同本部と同一の施

部長 設に所在する指定

部隊に属する物品

（指定物品を含

む ）の管理に関。

する事務

演習、土 当該部隊がその演 演習、土

木工事等 習、土木工事等の 木工事の

のため臨 期間中に取得する ため臨時

時に編成 物品（指定物品を に編成さ

された部 含む ）の管理に れた部隊。

隊で方面 関する事務 で方面総

総監の指 監の指定

定するも するもの

のの長 の長

師団直轄 当該部隊 当該部隊に属する

部隊（特 の副連隊 物品の管理に関す

科連隊を 長、副大 る事務。ただし、

除く ） 隊長、副 師団司令部付隊長。

の長 中隊長又 をもって充てる分

は副隊長 任物品管理官にあ

っては師団司令部

に属する物品の管

理に関する事務

を、当該師団直轄

部隊の長をもって

充てる分任物品管

理官で陸上幕僚長

の指定するものに

あっては当該部隊

と同一の駐屯地に

所在する指定部隊

に属する物品及び

当該駐屯地に所在

する部隊に属する



指定物品の管理に

関する事務を含

む。

特科連隊 特科連隊 特科連隊本部及び

長 副連隊長 これと同一の駐屯

地（分屯地を除

く ）に所在する。

同連隊の隷下部隊

に属する物品の管

理に関する事務

特科連隊 当該部隊 当該部隊に属する

直轄部隊 の副大隊 物品の管理に関す

（特科連 長 る事務

隊本部と

同一の駐

屯地（分

屯地を除

く ）に。

所在する

部隊を除

く ）の。

長

旅団直轄 当該部隊 当該部隊に属する

部隊の長 の副連隊 物品の管理に関す

長、副大 る事務。ただし、

隊長、副 旅団司令部付隊長

中隊長又 をもって充てる分

は副隊長 任物品管理官にあ

っては旅団司令部

に属する物品の管

理に関する事務

を、当該旅団直轄

部隊の長をもって

充てる分任物品管

理官で陸上幕僚長

の指定するものに

あっては当該部隊

と同一の駐屯地に

所在する指定部隊

に属する物品及び



当該駐屯地に所在

する部隊に属する

指定物品の管理に

関する事務を含

む。

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊呉造修

隊呉造修 隊呉造修 補給所にある陸上

補給所長 補給所副 自衛隊の補給用物

所長 品の管理に関する

事務

海上自衛 海上自衛 指定部隊（自衛隊

隊の分任 隊の分任 情報保全隊の隷下

物品管理 物品管理 部隊に限る ）に。

官として 官代理と 属する物品（陸上

指定され して指定 幕僚長が別に定め

ている職 されてい るものに限る ）。

員のうち る職員の の管理に関する事

陸上幕僚 うち陸上 務

長の指定 幕僚長の

するもの 指定する

もの

航空自衛 航空自衛 指定部隊（自衛隊

隊の分任 隊の分任 情報保全隊の隷下

物品管理 物品管理 部隊に限る ）に。

官として 官代理と 属する物品（陸上

指定され して指定 幕僚長が別に定め

ている職 されてい るものに限る ）。

員のうち る職員の の管理に関する事

陸上幕僚 うち陸上 務

長の指定 幕僚長の

するもの 指定する

もの

（３）海上自衛隊

物品管理 物品管理 事務の範囲 分任物品 分任物品 事務の範囲 分任物品

官 官代理 管理官 管理官代 管理官代

理 理の官職

を指定し

ない分任

物品管理



官

海上幕僚 海上幕僚 海上自衛隊及び海 海上自衛 海上自衛 海上幕僚監部、東

長 副長 上幕僚長の監督を 隊中央業 隊中央業 京都(小笠原村を

受ける自衛隊地区 務会計隊 務会計隊 除く ）に所在す。

病院に属する物品 司令 副長 る海上自衛隊の防

の管理に関する事 衛大臣直轄の部隊

務 及び機関に属する

指定物品（海上幕

僚長の指定する物

品をいう。以下こ

の表において同

じ ）の管理に関。

する事務

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊第１術

隊第１術 隊第１術 科学校及び海上幕

科学校長 科学校副 僚長の指定する部

校長 隊等に属する指定

物品の管理に関す

る事務

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊補給本

隊補給本 隊補給本 部に属する物品

部長 部副本部 ( 指定物品を除

長 く ）の管理に関。

する事務

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊艦船補

隊艦船補 隊艦船補 給処に属する物品

給処長 給処副処 （指定物品を除

長 く ）の管理に関。

する事務

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊航空補

隊航空補 隊航空補 給処（下総支処を

給処長 給処副処 除く ）に属する。

長 物品（指定物品を

除く ）の管理に。

関する事務

航空群司 当該航空 当該航空群が所在

令 群司令部 する航空基地があ

の首席幕 る部隊等に属する

僚 物品の管理に関す

る事務。ただし、



航空群司令をもっ

て充てる分任物品

管理官で海上幕僚

長の指定するもの

にあっては、海上

幕僚長の指定する

部隊に属する物品

又は海上幕僚長の

指定する船舶に属

する指定物品の管

理に関する事務を

含む。

教育航空 当該教育 当該教育航空群が

群司令 航空群司 所在する航空基地

令部の首 がある部隊等に属

席幕僚 する物品の管理に

関する事務

基地隊司 基地隊副 基地隊及び当該基

令 長 地隊本部の所在地

に所在する警務班

に属する物品の管

理に関する事務

第２３航 第２３航 第２３航空隊に属

空隊司令 空隊副長 する物品（指定物

品 を 除く ）の。

管理に関する事務

第２４航 第２４航 第２４航空隊に属

空隊司令 空隊副長 する物品の管理に

関する事務

第２５航 第２５航 第２５航空隊に属

空隊司令 空隊副長 する物品（指定物

品を除く ）の管。

理に関する事務

弾薬整備 当該弾薬 当該弾薬整備補給

補給所長 整備補給 所に属する物品

所副所長 （指定物品を除

又は整備 く ）の管理に関。

部長（副 する事務

所長の置

かれない



弾薬整備

補給所に

限る ）。

造修補給 当該造修 当該造修補給所の

所長（大 補給所副 所属する地方隊の

湊造修補 所長 警備地区に所在す

給所長を る部隊等及び当該

除く ） 地方総監部に籍を。

置く船舶に属する

物品の管理に関す

る事務（佐世保造

修補給所長をもっ

て充てる分任物品

管理官にあって

は、情報本部喜界

島通信所にある海

上自衛隊の物品に

関する事務を含

む 。ただし、。）

他の分任物品管理

官の所掌に属する

ものを除く。

大湊造修 大湊造修 北海道及び青森県

補給所長 補給所副 に所在する部隊等

所長 及び大湊地区総監

部に籍を置く船舶

に属する物品の管

理に関する事務。

ただし、他の分任

物品管理官の所掌

に属するものを除

く。

（４）航空自衛隊

物品管理 物品管理 事務の範囲 分任物品 分任物品 事務の範囲 分任物品

官 官代理 管理官 管理官代 管理官代

理 理の官職

を指定し

ない分任

物品管理



官

航空幕僚 航空幕僚 航空自衛隊及び航 基地業務 当該部隊等が所在 航空自衛当該部隊

長 副長 空幕僚長の監督を を担当す する基地(分屯基 隊の補給等の副司

受ける自衛隊地区 る部隊等 地を除く。)又は 処の支処令、副隊

病院に属する物品 （物品の 分屯基地にある部 の支処長長、副校

の管理に関する事 補給業務 隊等に属する物品長又は副

務 以外の基 の管理に関する事処長

地業務を 務（当該基地業務

担当する を担当する部隊等

部隊等並 の長をもって充て

びに霞ヶ る分任物品管理官

浦分屯基 で航空幕僚長の指

地、習志 定するものにあっ

野分屯基 ては、霞ヶ浦分屯

地及び武 基地等に所在する

山分屯基 部隊等に属する物

地(事務 品の管理に関する

の範囲の 事務を含む ）た。

欄におい だし、他の分任物

て「霞ヶ 品管理官の所掌す

浦分屯基 るものを除く。

地等」と

いう ）。

の基地業

務を担当

する部隊

等 を 除

く ）の。

長

北部高射 北部高射 北部高射群に属す

群司令 群副司令 る航空幕僚長の指

定する物品（以下

この表において

「指定物品」とい

う ）の管理に関。

する事務

中部高射 中部高射 中部高射群に属す

群司令 群副司令 る指定物品の管理

に関する事務

西部高射 西部高射 西部高射群に属す



群整備補 群整備補 る指定物品の管理

給隊長 給隊補給 に関する事務

小隊長

南西高射 南西高射 南西高射群に属す

群司令 群副司令 る指定物品の管理

に関する事務

航空開発 航空開発 航空開発実験集団

実験集団 実験集団 に属する指定物品

司令官 幕僚長 の管理に関する事

務

航空自衛 航空自衛 航空自衛隊補給本

隊補給本 隊補給本 部に属する指定物

部長 部副本部 品の管理に関する

長 事務

第３補給 第３補給 第３補給処に属す

処長 処副処長 る指定物品の管理

に関する事務

第４補給 第４補給 第４補給処に属す

処長 処副処長 る指定物品の管理

に関する事務

海上自衛 海上自衛 海上自衛隊呉造修

隊呉造修 隊呉造修 補給所にある航空

補給所長 補給所副 自衛隊の補給用物

所長 品の管理に関する

事務

（５）その他の機関

区分 物品管理 物品管理 事務の範囲 分任物品 分任物品 事務の範囲 分任物

官 官代理 管理官 管理官代 品管理

理 官代理

の官職

を指定

しない

分任物

品管理

官

防衛 防衛大学 防衛大学 防衛大学校に属 防衛大学 防衛大学 防衛大学校総合

大学 校総務部 校副校長 する物品の管理 校総合情 校総合情 情報図書館に属

校 長 （事務官 に関する事務 報図書館 報図書館 する物品（防衛

をもって 事務長 長 大学校長の指定



充てる副 する物品を除

校長） く ）の管理に。

関する事務

防衛 防衛医科 防衛医科 防衛医科大学校 防衛医科 防衛医科 防衛医科大学校

医科 大学校事 大学校事 に属する物品の 大学校情 大学校情 情報基盤センタ

大学 務局総務 務局長 管理に関する事 報基盤セ 報基盤セ ーに属する物品

校 部長 務 ンター事 ンター長 （防衛医科大学

務長 校長の指定する

物品を除く ）。

の管理に関する

事務

防衛 防衛研究 防衛研究 防衛研究所に属 防衛研究 防衛研究 防衛研究所の図

研究 所企画部 所副所長 する物品の管理 所特別研 所研究幹 書の管理に関す

所 長 に関する事務 究官（図 事 る事務

書に関す

ることを

分掌する

特別研究

官）

統合 統合幕僚 統合幕僚 統合幕僚監部、 統合幕僚 統合幕僚 統合幕僚監部、

幕僚 長 副長 統合作戦司令部 監部総務 監部総務 統合作戦司令部

監部 及び自衛隊サイ 部総務課 部総務課 及び自衛隊サイ

バー防衛隊に属 会計室長 長 バー防衛隊に属

する物品の管理 する物品（統合

に関する事務 幕僚長の指定す

。）る物品を除く

の管理に関する

事務

情報 情報本部 情報本部 情報本部に属す 情報本部 情報本部 情報本部（通信

本部 長 副本部長 る物品の管理に 総務部長 総務部総 所を除く ）に。

関する事務 務課長 属する物品の管

理に関する事務

情報本部 東千歳通 当該通信所に属

の通信所 信所、美 する物品の管理

の所長 保通信所 に関する事務

及び喜界

島通信所

にあって

は、当該

通信所の



副所長、

大井通信

所及び太

刀洗通信

所にあっ

ては、当

該通信所

の第１課

長、小舟

渡通信所

にあって

は、第１

班長

防衛 防衛監察 防衛監察 防衛監察本部に

監察 本部総務 本部副監 属する物品の管

本部 課長 察監 理に関する事務

北海 北海道防 北海道防 北海道防衛局に 千歳防衛 千歳防衛 千歳防衛事務所

道防 衛局総務 衛局総務 属する物品の管 事務所長 事務所次 に属する物品の

衛局 部長 部会計課 理に関する事務 長 管理に関する事

長 （施設発生物品 務

等の管理に関す 帯広防衛 帯広防衛 帯広防衛支局に

る事務を除く 支局長 支局総務 属する物品の管。）

北海道防 北海道防 北海道防衛局に 課長 理に関する事務

衛局管理 衛局管理 属する施設発生

部長 部業務課 物品等の管理に

長 関する事務

東北 東北防衛 東北防衛 東北防衛局に属 三沢防衛 三沢防衛 三沢防衛事務所

防衛 局総務部 局総務部 する物品の管理 事務所長 事務所次 に属する物品の

局 長 会計課長 に関する事務 長 管理に関する事

（施設発生物品 務

等の管理に関す 郡山防衛 郡山防衛 郡山防衛事務所

る事務を除く 事務所長 事務所総 に属する物品の。）

務係長 管理に関する事

務

東北防衛 東北防衛 東北防衛局に属

局企画部 局企画部 する施設発生物

長 業務課長 品等の管理に関

する事務

北関 北関東防 北関東防 北関東防衛局に 宇都宮防 当該防衛 当該防衛事務所

東防 衛局総務 衛局総務 属する物品の管 衛 事 務 事務所の に属する物品の



衛局 部長 部会計課 理に関する事務 所、横田 次長 管理に関する事

長 （施設発生物品 防衛事務 務

等の管理に関す 所の所長

。）る事務を除く

北関東防 北関東防 北関東防衛局に 百里防衛 当該防衛 当該防衛事務所

衛局管理 衛局管理 属する施設発生 事務所、 事務所の に属する物品の

部長 部業務課 物品等の管理に 前橋防衛 業務係長 管理に関する事

長 関する事務 事務所、 務

千葉防衛

事務所、

新潟防衛

事務所の

所長

北関東防 北関東防 当該出張所に属

衛局の出 衛局長の する物品の管理

張所の所 指定する に関する事務

長 者

南関 南関東防 南関東防 南関東防衛局に 横須賀防 当該防衛 当該防衛事務所

東防 衛局総務 衛局総務 属する物品の管 衛 事 務 事務所の に属する物品の

衛局 部長 部会計課 理に関する事務 所、座間 次長 管理に関する事

長 （施設発生物品 防衛事務 務

等の管理に関す 所、吉田

る事務を除く 防衛事務。）

南関東防 南関東防 南関東防衛局に 所、浜松

衛局管理 衛局管理 属する施設発生 防衛事務

部長 部業務課 物品等の管理に 所の所長

長 関する事務 富士防衛 富士防衛 富士防衛事務所

事務所長 事務所業 に属する物品の

務課長 管理に関する事

務

近畿 近畿中部 近畿中部 近畿中部防衛局 小松防衛 当該防衛 当該防衛事務所

中部 防衛局総 防衛局総 に属する物品の 事務所、 事務所の に属する物品の

防衛 務部長 務部会計 管理に関する事 京都防衛 次長 管理に関する事

局 課長 務（施設発生物 事務所の 務

品等の管理に関 所長

する事務を除 舞鶴防衛 舞鶴防衛 舞鶴防衛事務所

く ） 事務所長 事務所総 に属する物品の。

近畿中部 近畿中部 近畿中部防衛局 務係長 管理に関する事

防衛局企 防衛局企 に属する施設発 務

画部長 画部業務 生物品等の管理 東海防衛 東海防衛 東海防衛支局に



課長 に関する事務 支局長 支局会計 属する物品の管

課長 理に関する事務

岐阜防衛 岐阜防衛 岐阜防衛事務所

事務所長 事務所次 に属する物品の

長 管理に関する事

務

中国 中国四国 中国四国 中国四国防衛局 美保防衛 当該防衛 当該防衛事務所

四国 防衛局総 防衛局総 に属する物品の 事務所、 事務所の に属する物品の

防衛 務部長 務部会計 管理に関する事 津山防衛 次長 管理に関する事

局 課長 務（施設発生物 事務所、 務

品等の管理に関 岩国防衛

する事務を除 事務所、

く ） 高松防衛。

中国四国 中国四国 中国四国防衛局 事務所の

防衛局企 防衛局企 に属する施設発 所長

画部長 画部業務 生物品等の管理 玉野防衛 玉野防衛 玉野防衛事務所

課長 に関する事務 事務所長 事務所総 に属する物品の

務係長 管理に関する事

務

九州 九州防衛 九州防衛 九州防衛局に属 佐世保防 佐世保防 佐世保防衛事務

防衛 局総務部 局総務部 する物品の管理 衛事務所 衛事務所 所に属する物品

局 長 会計課長 に関する事務 長 業務課長 の管理に関する

（施設発生物品 事務

等の管理に関す

る事務を除く 別府防衛 別府防衛 別府防衛事務所。）

九州防衛 九州防衛 九州防衛局に属 事務所長 事務所次 に属する物品の

局管理部 局管理部 する施設発生物 長 管理に関する事

長 業務課長 品等の管理に関 務

する事務

長崎防衛 当該防衛 当該防衛支局に

支局、熊 支局の総 属する物品の管

本防衛支 務課長 理に関する事務

局の支局

長

宮崎防衛 宮崎防衛 宮崎防衛事務所

事務所長 事務所次 に属する物品の

長 管理に関する事

務

鹿児島防 鹿児島防 鹿児島防衛事務

衛事務所 衛事務所 所に属する物品



長 次長 の管理に関する

事務

沖縄 沖縄防衛 沖縄防衛 沖縄防衛局に属 名護防衛 名護防衛 名護防衛事務所

防衛 局総務部 局総務部 する物品の管理 事務所長 事務所次 に属する物品の

局 長 会計課長 に関する事務 長 管理に関する事

（施設発生物品 務

等の管理に関す 沖縄防衛 沖縄防衛 当該出張所に属

る事務を除く 局の出張 局長の指 する物品の管理。）

沖縄防衛 沖縄防衛 沖縄防衛局に属 所の所長 定する者 に関する事務

局管理部 局管理部 する施設発生物

長 業務課長 品等の管理に関

する事務

別表第３（第８条関係）

防衛省本省における代行機関とする職員又は官職の範囲及び事務の範囲に関する基準

職員又は官職の範囲 事務の範囲

物品管理官、分任物品管理官、 物品管理官又は物品管理官代理及び分任物品管理官

物品管理官代理又は分任物品管 又は分任物品管理官代理の行う事務のうち、次に掲げ

理官代理を責任をもって補佐す る事務以外の事務

ることのできるもの（官職を指 １ 防衛大臣及び幕僚長等に対して行う承認の申請に

定する場合は、法令又は訓令に 関する事務

定める官職に限る ） ２ 物品出納官及び物品供用官の任命に関する事務。

３ 物品の管理に関する計画の作成に関する事務

４ 物品の管理換の協議に関する事務

５ 物品の不用の決定に関する事務

６ 物品の寄附受、借受、売払、譲与、貸付及び寄託

の決定に関する事務

７ 物品の亡失等の報告に関する事務

８ 物品管理簿の記録に関する事務

９ 物品増減及び現在額報告書の作成に関する事務

１０ 物品出納官及び物品供用官に対する検査員の任

命に関する事務

１１ 物品管理計算書の作成に関する事務

別表第４（第３８条関係）

物品管理官に関する整理区分

区分 区分に該当する場合

購入 物品を購入する場合

寄附 物品の寄附を受ける場合

借受 物品を借り受ける場合



生産 部内又は部外で物品を生産する場合

供用 物品を供用する場合

供用換 物品の供用を他の物品供用官に移す場合

貸付 物品を貸し付ける場合

寄託 物品を寄託する場合

売払 物品を売り払う場合

譲与 物品を無償で譲与する場合

廃棄 物品を廃棄する場合

解体 物品を解体する場合

亡失 物品の亡失について整理をする場合

編入 国有財産を物品に又は物品を国有財産に編入する場合

交換 国の所有に属する自動車の交換に関する法律（昭和２９年法律第１０９号）

により交換する場合

返還 借り入れた物品を返還する場合及び貸し付けた物品又は寄託した物品を返還

させる場合

返納 物品を物品供用官又は使用職員から返納させ、自ら保管し、又は物品出納官

に受け入れさせる場合

価格改定 省令第３８条第４項に基づき価格を改定する場合

管理換 物品の管理換をし、又は受ける場合

分類換 物品の分類換をする場合

雑件 物品について上記の各区分に該当しない異動がある場合

別表第５（第３８条関係）

物品出納官に係る整理区分

区分 区分に該当する場合

受入 物品を受け入れる場合

払出 物品を払い出す場合

亡失 物品の亡失について整理をする場合

分類換 物品の分類換について整理をする場合

雑件 物品について上記の各区分に該当しない異動がある場合

別表第６（第３８条関係）

物品供用官に係る整理区分

区分 区分に該当する場合

受領 物品を受領する場合

供用 物品を供用する場合

返納 物品を使用する職員から当該物品を返納させる場合又は物品管理官からの返納

命令により当該物品を返納する場合

亡失 物品の亡失について整理をする場合

分類換 物品の分類換について整理をする場合



雑件 物品について上記の各区分に該当しない異動がある場合



別記様式第１（第３条関係）

（ 官 署 名 ） 物 品 標 示 票

会 計 名

分 類 、 細 分 類

種類、品目、細目

整 理 番 号

取 得 年 月 日

備 考

備 考

１ 細分類、種類、品目、細目の記入については、番号又は記号による

ことができる。

２ 物品標示票は、耐久性のある品質のものを使用すること。

３ 物品標示票の大きさは、適宜の大きさとする。

４ 整理番号は、物品管理官が定めるところにより記入することとする。

５ 物品標示票をはりつけることができない場合は、物品管理官が標示

について適宜の方法をとるものとする。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１の２（第４条関係）

第 号

年 月 日

物品管理官

殿

防衛大臣

物 品 分 類 換 命 令 書

下記のとおり分類換を命ずる。

記

区分 分 類 細分類 種 類 品目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

旧分類

新分類

旧分類

新分類

分類換の理由

分類換年月日 令和 年 月 日

その他参考事項

備 考
備考欄には取得年月日、会計名等、参考となる事項を記載する。１

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２（第５条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 分 類 換 承 認 申 請 書

下記のとおり分類換したいので申請する。

記

区分 分 類 細分類 種 類 品目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

旧分類

新分類

旧分類

新分類

分類換の理由

分類換年月日 令和 年 月 日

その他参考事項

備 考
備考欄には取得年月日、会計名等、参考となる事項を記載する。１

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第３（第６条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 分 類 換 通 知 書

下記のとおり分類換したので通知する。

記

区分 分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

旧分類

新分類

旧分類

新分類

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第４（第１７条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 管 理 換 協 議 書

下記のとおり管理換をしたい（受けたい）ので協議する。

記

区 分 分 類 細 分 類 種 類

管理換前

管理換後

品 目 細 目 規 格 数 量 単 位 単 価 価 格 備 考

管理換にかかる対価 円

管理換予定時期 令和 年 月 日

管理換を必要とする理由

上記物品の管理換について同意する。

令和 年 月 日

殿

物品管理官

官職 氏 名

備 考

１ 物品の管理換を協議する物品管理官等は、２通を相手方の物品管理官等に送付する。

２ 物品の管理換に同意する物品管理官等は、１通を返送する。

３ 備考欄には会計名等、参考となる事項を記載する。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第５（第１８条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 管 理 換 承 認 申 請 書

下記のとおり管理換をしたい（受けたい）ので申請する。

記

区 分 分 類 細 分 類 種 類

管理換前

管理換後

品 目 細 目 規 格 数 量 単 位 単 価 価 格 備 考

管理換をする物品管理官

管理換を受ける物品管理官

管理換を行う場所

管理換にかかる対価 円

管理換予定時期 令和 年 月 日

管理換を必要とする理由

その他参考事項

備 考

１ 物品の管理換に伴って分類換を必要とする場合には「物品管理換承認申請書」とあるのを「物品管

理換（分類換）承認申請書」とする。

２ 備考欄には会計名等、参考となる事項を記載する。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第６（第２５条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

保 管 物 品 引 渡 通 知 書

下記により保管中の物品を、保管物品引渡証明書を持参する受領者に引き渡されたい。

記

引渡物品の内容

品 目 品 名 規 格 単 位 数 量 備 考

受領者

引渡期日

引渡場所

引渡理由

その他参考事項



別記様式第７（第２５条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

保 管 物 品 引 渡 証 明 書

下記により保管物品を引き渡すので、保管物品受領の際は、この引渡証明書を保管者に提示願

いたい。

記

引渡保管物品

品 目 品 名 規 格 単 位 数 量 備 考

保管者

引渡期日

引渡場所

引渡理由

その他参考事項



別記様式第８（第２９条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 不 用 決 定 承 認 申 請 書

下記のとおり不用の決定をしたいので申請する。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単位 数量 単 価 価 格 備 考

不用の決定の理由

物品の現況

処分の予定

その他参考事項

備 考
１ 不用決定の理由については、詳記すること。
２ 物品の現況については、詳記し、必要により参考となる写真、図面等の資料を添付すること。
３ 処分の予定については、売払いの場合は、売払時期、売払場所及び売払方法その他必要な事
項を、解体の場合は、解体が適当であると認める理由、解体の時期及び解体後の処理その他必
要な事項を、廃棄の場合は、廃棄が適当であると認める理由その他必要な事項を記載すること。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第８の２（第３３条関係）

第 号

年 月 日

物品管理官

殿

防衛大臣

物 品 管 理 換 命 令 書

下記のとおり管理換を命ずる。

記

区 分 分 類 細 分 類 種 類

管理換前

管理換後

品 目 細 目 規 格 数 量 単 位 単 価 価 格 備 考

管理換をする物品管理官

管理換を受ける物品管理官

管理換を行う場所

管理換にかかる対価 円

管理換予定時期 令和 年 月 日

管理換を必要とする理由

その他参考事項

備 考

備考欄には会計名等、参考となる事項を記載する。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第９（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

管 理 換 物 品 引 渡 通 知 書

令和 年 月 日付第 号で同意した（のあった）管理換物品の引渡について、下記のと

おり通知します。

記

区 分 分 類 細 分 類 種 類

管理換前

管理換後

品 目 細 目 規 格 数 量 単 位 単 価 価 格 備 考

引渡者の官職氏名

引渡時期 令和 年 月 日

引渡場所

その他参考事項

上記の管理換に係る物品を受領した。

令和 年 月 日

殿

物品管理官

官職 氏 名

備 考

１ 管理換物品の引渡をする物品管理官等は、２通を相手方の物品管理官等に送付する。
２ 管理換物品の受領をする物品管理官等は、１通を返送する。
３ 備考欄には会計名等、参考となる事項を記載する。

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１０（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 取 得 措 置 請 求 書

下記の物品の取得を請求する。

記

品 目 品 名 規 格 単 位 数 量 備 考

取得を必要とする時期

取得を必要とする場所

その他参考事項



別記様式第１１（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

契約等担当職員 官職 氏 名

物 品 取 得 通 知 書

下記の物品を取得したから通知する。

記

品 目 品 名 規 格 単 位 数 量 備 考

取得時期

取得場所

取得原因

その他参考事項



別記様式第１２（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品供用官 官職 氏 名

物 品 払 出 請 求 書

下記の物品につき、供用のため払出を請求する。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

入手希望年月日

用途

供用させる職員

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１３（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 払 出 命 令 書

下記の物品の払出を命ずる。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

払出の時期

払出事由

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１４（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 受 領 命 令 書

下記の物品の受領を命ずる。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

譲受先

使用目的

受領事由

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１５（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品供用官 官職 氏 名

物 品 返 納 報 告 書

下記の物品につき、返納したいので報告する。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

物品の現況

返納事由

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１６（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 返 納 命 令 書

下記の物品の返納を命ずる。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

返納の時期

返納事由

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１７（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 受 入 命 令 書

下記の物品の受入を命ずる。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

引渡者

受入事由

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１８（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 保 管 措 置 請 求 書

下記のとおり、物品保管施設が必要なのでその措置を請求する。

記

保管を必要とする物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

保管期間

保管を必要とする理由

施設の借上げ又は寄託の別

物品の管理上保管について

付すべき条件

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第１９（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

契約等担当職員 官職 氏 名

物 品 保 管 措 置 通 知 書

令和 年 月 日付第 号により請求のあった物品保管施設について、下記のとおり措置したの

で、別紙契約書その他関係書類の写しを添えて通知する。

記

保管物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

保管期間

保管施設の状況

施設の借上げ又は寄託の別

物品の管理上保管について

付した条件

添付書類

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２０（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品出納官 官職 氏 名

供 用 不 適 格 品 等 報 告 書

下記のとおり供用不適格品があるので報告する。

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単位 数 量 備 考

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２１（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官（物品供用官） 官職 氏 名

物 品 修 繕・改 造 措 置 請 求 書

下記のとおり、物品の修繕・改造の措置を請求する。

記

修繕・改造を必要とする物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

修繕・改造の時期

修繕・改造の内容

物品の管理上修繕・改造に

ついて付すべき条件

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２２（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

契約等担当職員 官職 氏 名

物 品 修 繕・改 造 措 置 通 知 書

下記のとおり、物品の修繕・改造の措置をしたので通知する。

記

修繕・改造の措置をした物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

修繕・改造の時期

修繕・改造を行った者

修繕・改造の内容

物品の管理上修繕・改造に

ついて付した条件

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２３（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 売 払・貸 付 措 置 請 求 書

下記のとおり、物品の売払・貸付の措置を請求する。

記

売払・貸付を必要とする物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

売払・貸付の時期

売払・貸付の場所

物品の管理上売払・貸付に

ついて付すべき条件

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２４（第３３条関係）

第 号

年 月 日

殿

契約等担当職員 官職 氏 名

物 品 売 払 ・ 貸 付 措 置 通 知 書

下記のとおり、物品の売払・貸付の措置をしたので通知する。

記

売払・貸付の措置をした物品の内容

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 規 格 単 位 数 量 単 価 価 格 備 考

売払・貸付にかかる金額

売払・貸付の相手方

物品の管理上売払・貸付に

ついて付した条件

その他参考事項

（注：様式の各記載欄については、個々に記載する必要がないと判断した場合には、記載を省略できるものとする。）



別記様式第２５（第３４条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品使用職員 官職 氏 名

物 品 亡 失、 損 傷 報 告 書

下記の物品につき、 亡失した ので報告する。

損傷した

記

分 類 細分類 種 類 品目 細 目 単位 数量 価額(単価、金額) 備 考

発生官署

亡失、損傷の日時及び場所

亡失、損傷の原因となった事実及び

現状の詳細

平素における使用状況の詳細

亡失、損傷の事実発見の端緒

亡失、損傷の事実発見後の処置

その他参考事項

備 考
１ 価額は、亡失した物品の価額又は損傷した物品の減価額若しくは修繕に要した費用の額とし、いず
れも時価によるものとする。



別記様式第２６（第３４条関係）

第 号

年 月 日

殿

物品供用官（物品出納官） 官職 氏 名

物 品 亡 失、 損 傷 等 報 告 書

下記の物品につき、 亡失した ので報告する。

損傷した

法の規定に違反して管理行為をした

法の規定に従った管理行為をしなかった

記

分 類 細分類 種 類 品 目 細 目 単位 数量 価額(単価、金額) 備 考

発生官署

亡失、損傷等を起した物品管理職員

の官職氏名及び命免年月日

物品管理職員が補助者である場合に

は、その所属する物品管理職員の官

職氏名及び命免年月日並びに当該補

助事務の内容を併記すること

物品使用職員の所属する物品供用

官の官職氏名及びその管理期間

亡失、損傷等の日時及び場所

亡失、損傷等の原因となった事実

及び現状の詳細

平素における管理状況の詳細

亡失、損傷等の事実発見の端緒

亡失、損傷等の事実発見後の処置

その他参考事項
価額は、亡失又は損傷の場合には、亡失した物品の価額又は損傷による物品の減価額若しくは修繕１

に要した費用の額、その他の場合には、当該物品の管理行為に関し国に与えたと認められる損害の見

積り額とし、いずれも時価によるものとする。



別記様式第２７（第３４条関係）
第 号

年 月 日

殿

物品管理官 官職 氏 名

物 品 亡 失、 損 傷 等 報 告 書

下記の物品につき、 亡失した ので報告する。

損傷した

法の規定に違反して管理行為をした

法の規定に従った管理行為をしなかった

記

分 類 細分類 種 類 品目 細 目 単位 数量 価額(単価、金額) 備 考

発生官署

亡失、損傷等を起した物品管理職員の官職

氏名及び命免年月日

物品管理職員が補助者である場合には、そ

の所属する物品管理職員の官職氏名及び命

免年月日並びに当該補助事務の内容を併記

すること

監督責任者の官職氏名及びその監督期間

亡失、損傷等の日時及び場所

亡失、損傷等の原因となった事実及び現状

の詳細

平素における管理状況の詳細

亡失、損傷等の事実発見の端緒

亡失、損傷等の事実発見後の処置

当該亡失、損傷等に係る弁償命令年月日、

金額、弁償命令に対する不服の有無及び政

令第３９条第１項の規定により検定を求め

る意思の有無

損害補填の状況（補填年月日、金額、補填

者並びに弁償命令との関係）及び将来

の補てん見込み

損害賠償請求の訴を提起したときは、その

年月日及び訴訟の進行状況

また、裁判上の和解その他国の債権の確保

の処置を執ったときは、その処置状況

亡失、損傷等に関連して公訴が提起された

ときは、その年月日及び訴訟の進行状況

物品管理職員その他関係者に対する懲戒処

分等の状況（被処分者の氏名、処分年月

日、処分の内容等）

その他参考事項

価額は、亡失又は損傷の場合には、亡失した物品の価額又は損傷による物品の減価額若しくは修繕１
に要した費用の額、その他の場合には、当該物品の管理行為に関し国に与えたと認められる損害の見

積り額とし、いずれも時価によるものとする。



別記様式第２８（第３４条関係）

物品亡失（損傷等）報告書

庁名

物品管理官の官職氏名およびその命免年月日

物品管理 亡 失 分 類 亡 失 亡失（損 亡失（損傷等 物品管理職員または 損 害

職員の官 （損傷等） 細分類 数 量 価 額 （損傷等） 傷等）発 ）当時におけ 物品使用職員に対す 補 填 の 備 考

職 氏 名 年 月 日 品 目 理 由 見後の処 る物品管理職 る弁償命令の有無お 状 況

置状況 員の管理状況 よびその理由

合 計

１ この様式は、物品管理官の所管に属する物品が亡失し又は損傷した場合において、次のいずれかに該当し、かつ、１件の事故により生じた物品の亡失及び損傷の合計額が 50 万円以上のもの

について報告を行う場合に使用する。

（１） 天災、火災又は海難により、物品が亡失し又は損傷したとき。ただし、（４）に該当するもの及び当該官署に属する職員の故意又は過失によるものを除く。

（２） 倉庫業者に寄託した物品が亡失し又は損傷したとき。

（３） 運送業者に引き渡した物品が亡失し又は損傷したとき。

（４）供用中の物品（供用のため保管中のものを除く。）が亡失し又は損傷したとき。

２ 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番



別記様式第２９（第３４条関係）

物品亡失（損傷等）報告書

物品管理官の官職氏名およびその命免年月日

弁 償 命 令 金 額
物品管理職員の官職氏名 事 故 の 別 金 額 備 考

（ う ち 弁 償 済 額 ）

１ この様式は、物品管理官の所管に属する物品が亡失し又は損傷した場合において、次のいずれかに該当し、かつ、１件の事故により生じた物品の亡失及び損傷の合計額が 50 万円未満のもの

について、報告を行う場合に使用する。

（１） 天災、火災又は海難により、物品が亡失し又は損傷したとき。ただし、（４）に該当するもの及び当該官職に属する職員の故意又は過失によるものを除く。

（２） 倉庫業者に寄託した物品が亡失し又は損傷したとき。

（３） 運送業者に引き渡した物品が亡失し又は損傷したとき。

（４）供用中の物品（供用のため保管中のものを除く。）が亡失し又は損傷したとき。

２ 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番



別記様式第３０（第３７条関係）

裁 定 書

に係る下記亡失（損傷）物品について、弁償金額を 円（弁償責任なし）と裁定する。

（本人の官職氏名）

令和 年 月 日

裁定権者 官職 氏名

亡失（損傷
物品番号 品 名 単 位 数 量 単 価 金 額 摘 要

等）年月日

用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番



別記様式第３１（第３８条関係）

会 計〔 〕

令和 年度分 類〔 〕

物 品 管 理 簿細分類〔 〕

種 類〔 〕

品 目〔 〕

細 目〔 〕

年月日 整理区分 整理番号 摘 要 価 格 異 動 数 量 現 在 高 供 用 内 訳 備 考

増 減 その他 供用 貸付 保管 計

寄託

備 考

１ この表は、物品の異動の記録について使用する。

２ 品目の外に細目が定められている物品については、細目別に別葉とする。

３ この表の記入の方法は、次による。

イ 「年月日」欄は、当該物品の異動があつた年月日を記入する。

ロ 「整理区分」欄は、別表第４の「区分」欄に掲げる区分の種類を記入する。

ハ 「整理番号」欄は、当該物品の異動についての命令その他物品の管理に関する行為に係る整理番号を記入する。

ニ 「摘要」欄は、当該異動に係る必要な事項を記入する。

ホ 「価格」欄は、重要物品及び物品管理官が必要と認めるものについて単価及び価格を記入する。

へ 「異動数量 増」欄は、物品についてその異動があつた後新たに当該分類及び細分類に属し、当該品目又は細目として整理すべき場合にその異動に係る数量を記入する。

ト 「異動数量 減」欄は、物品についてその異動があつた後新たに当該分類及び細分類に属し、当該品目又は細目として整理しないこととなる場合にその異動に係る数量を記入する。

チ 「異動数量 その他」欄は、供用、貸付、寄託又は保管に係る異動の数量を記載する。

リ 「供用」欄は、供用中の物品についてその数量を記入する。

ヌ 「貸付／寄託」欄は、貸付中又は寄託中の物品についてその数量を記入する。

ル 「保管」欄は、保管中の物品についてその数量を記入する。

ヲ 「供用内訳」欄は、供用中の物品についてその供用先内訳を記入する。

ワ 「備考」欄は、イからヲまでにより記入した事項の外必要な事項を記入する。

カ 毎会計年度末においては、「整理区分」欄に「翌年度に繰越」と記入して締め切り、次行には、「整理区分」欄に「前年度より繰越」と記入して繰り越すものとする。ただし、当該会計年度間にお

いて、物品の異動がない場合は繰り越しの記入を要しないものとする。

ヨ 毎葉の余白がなくなった場合には、当該葉及び次葉の「整理区分」欄に「繰越」と記入して「現在高」欄の数量を繰越しするものとする。

タ 当該物品の異動が物品管理官の定める軽微な修繕又は改造のためのものである場合には、この表への記録は、要しないものとする。



別記様式第３２（第３８条関係）

会 計〔 〕

令和 年度分 類〔 〕

物 品 出 納 簿細分類〔 〕

種 類〔 〕

品 目〔 〕

細 目〔 〕

年 月 日 整理区分 摘 要 価 格 異動数量 現 在 高 備 考

増 減

備 考

１ 品目の外細目が定められている物品については、細目別に別葉とする。

２ この表の記入の方法は、次による。

イ 各記載欄については、別記様式第３１備考３イ、ロ、ニ、ヘ、ト及びワに準じて記入する。

ロ 毎葉の余白がなくなった場合については、別記様式第３１備考３ヨに準じて記入する。

ハ 毎会計年度末においては、別記様式第３１備考３カに準じて記入する。

ニ 当該物品の異動が物品管理官が定める軽微な修繕又は改造のためのものである場合には、この表への記録は要しないものとする。



別記様式第３３（第３８条関係）

会 計〔 〕

令和 年度分 類〔 〕

物 品 供 用 簿細分類〔 〕

種 類〔 〕

品 目〔 〕

細 目〔 〕

年 月 日 整理区分 摘 要 価格 異動数量 現在高内訳 備 考

増 減 その他 供用 保管 合計

備 考

１ 品目の外細目が定められている物品については、細目別に別葉とする。

２ この表の記入の方法は、次による。

イ 各記載欄については、別記様式第３１備考 ３ イ 、 ロ 、 ニ 、ヘ か ら リ 並 び に ル及 び ワ に準じて記入する。

ロ 毎葉の余白がなくなった場合については、別記様式第３１備考３ヨに準じて記入する。

ハ 毎会計年度末においては、別記様式第３１備考３カに準じて記入する。

ニ 当該物品の異動が物品管理官の定める軽微な修繕又は改造のためのものである場合には、この表への記録は要しないものとする。



別記様式第別記様式第３４（第３９条関係）

引 継 書

引継年月日 年 月 日

会計名

官署名

前任（廃止）物品管理官等

官職 氏 名

後任（引継）物品管理官等

官職 氏 名

下記のとおり引継ぎを行った。

記

引 継 事 項

１．帳簿関係 冊

内訳

２．諸票関係 冊

内訳

３．関係書類 冊

内訳

４．その他必要事項

備 考
１ 帳簿関係には、物品管理簿、物品出納簿、物品供用簿何冊と記入する。
２ 諸票関係、関係書類には、その書類の名称を併せて記入する。



別記様式第３５（第４０条関係）

受付年月日
管 理 換 票・供 用 換 票・保 管 換 票

永 久 自発送元 管理換
宛 先期 間 一 時 至

非消耗年 月 日 年 月 日物品管理官官職氏名
品消耗

物品管理官官職氏名

品 の
区 分

発
受

証 書 番 号 証 書 番 号
送

根
領

拠
命
令
等

者
取扱者 取扱者物品出納官（供用官） 者

物品出納官（供用官）転記 転記官 職 氏 名 氏 名 氏 名官 職 氏 名

輸 送 引 渡 到 着発 送 到 着
方 法 場 所 年月日年月日 予 定

引渡人

発 送 包装種類 重 量項 目 物品番号 品 名 単 位 梱 数 単 価 金 額 摘 要 受領数量
番 号 数 量 番 号 （容積）計

(1) 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番 頁中の第 頁
(2) 特別会計の場合、摘要欄には会計名等、参考となる事項を記載する。



別記様式第３６（第４０条関係）

供 用 票項目 物品番号 供用数
現 在 数

品 名 単位 定数 請求数 摘 要
番号 及 び

受入予定

受 付 非消耗品、消
年 月 日 耗品の区分

（官職氏名）
物
品
管 年 月 日 証書番号
理
官 取扱者 転 記

氏 名

（官職氏名）
物出
納

品官 取扱者年月日 転記
氏名

（官職氏名）

物
品 証書
供

請 求
番号

用
年月日

官
取扱者

受 領
転記(供用)

氏名年月日

受領者氏名
使

（官職氏名）

用
者 受 領請 求

年月日年月日

根 拠
目 的

用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番 頁中の第 頁



別記様式第３７（第４０条関係）

返 納 票項目 物品番号 受領数
現 在 数

品 名 単位 定数 返納数 摘 要
番号 及 び

受入予定

受 付 非消耗品、消
年 月 日 耗品の区分

（官職氏名）

物
品
管 年 月 日 証書番号
理
官 取扱者 転 記

氏 名

（官職氏名）物
品

受 入
出

取扱者納
年月日

転記
官 氏名

（官職氏名）

物
品 証書
供

返 納
年月日 番号

用
官 受 領 取扱者

転記
年月日 氏名

（官職氏名）

使
用
者 返 納

年月日

根拠
目的

(1) 摘要欄には、使用可能物品には（可）、使用不能物品のうち自然損耗には（自）、その他の損耗には（損）と略号を付す。 頁中の第 頁
(2) 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番



別記様式第３８（第４０条関係）

納品書・（受領）検査調書
♯

♯発送年月日納 入 先

♯輸送方法
物品管理官官職氏名♯契約者名

♯発 送 駅住 所
物品管理官命令年月日会 社 名
(物品管理簿登記年月日)代表者名 ♯分割納入

♯調達要求番号 証 書 番 号♯契 約 年 月 日

♯確認番号又は 同 上
認証番号 付 与 年 月 日

♯ 納 期

物品出納官♯ ♯ ♯ ♯ ♯ ♯ ♯ ♯ ♯
項 目 会社部品番 （物品供用官）

（ 受 領 者 ）物品番号 品 名 単 位 単 価 数 量 金 額
備 考番 号 号又は規格

受 領 数 量

検 査 指 令 番 号 検 査 判 定
検査結果及び物品管理官の受入命令（受領命令）に

検 査 種 類 納 入 年 月 日 より受領した。

受入検 査 方 式 検 査 年 月 日
年 月 日

検 査 場 所 検 査 所 見 受領

所 属上記のとおり検査結果を報告する。
年 月 日 所 属 物品出納官

検査官官 職 （物品供用官）官 職
氏 名 （受 領 者）氏 名

頁中の第 頁

(1) 納品書（受領）検査調書(予決令第101条の９に限定する調書をいう。）として使用する場合は、（受領）検査調書（納品書）の文字を抹消して使用する。
(2) ♯印は納入業者で記入する。
(3) 分割納入欄は、契約上の一括納入又は分割納入の区分および回数１/１、２/３の如く記入する。
(4) 物品番号等は、仕様書に記載してあるものを記入する。
(5) 数量欄は、納入先ごとの納入数量を記入する。
(6) 検査所見等詳細に報告する必要がある場合は、別紙とすることができる。
(7) 用紙寸法は日本産業規格Ａ列４番とする。
(8) 幕僚長等は、必要があると認めるときは、この様式に所要の事項を付け加え又は用紙の寸法を変更することができる。
(9) 特別会計の場合、官側は備考欄に会計名等、参考となる事項を記載する。



別記様式第３９（第４０条関係）

受 領 書項 目 物品番号 数 量品 名 規 格 単 位 摘 要
番 号

受 付 非消耗品、消
年月日 耗品の区分

（官職氏名）
物

（ 年 月 日） （証 書 番 号）
品
管

取扱者引
理

転 記官
氏 名

（官職氏名）

渡 物

（証 書 番 号）品 （ 年 月 日）

転 記者 出供引 取扱者
氏 名納用渡

引 渡官者者

年月日

受 （住 所）(

契 （社 名）
領約 （代用者名）
者

（受領年月日）者 受領者
）

氏 名

（契約年月日）根 （契約担当官）

拠 （契約番号）

備
考

(1) 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番 頁中の第 頁
(2) 幕僚長等は、特に必要があると認めるときは、所要の事項を付け加え又は用紙の寸法を変更することができる。



別記様式第４０（第４０条関係）

返 品 書・材 料 使 用 明 細 書項 目 物品番号
単位 交付

返品数量
品 名 規 格 数量 摘 要

番 号 残 数 量使用数量

受 付 非消耗品、消
年月日 耗品の区分
（官職氏名）物

受 品
管

年月日理 証書番号
官

取扱者領
転 記

氏 名

（官職氏名）物
者 品

年月日 証書番号出供受
納用領

転 記官者者 取扱者
氏 名

（契約担当官） （契約年月日）

根 拠 目 的
（契約番号）

（住 所）（

引

契 （社 名）

渡 約
（代用者名）

者

者 引渡年月日

）

引渡者氏名

(1) 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番 頁中の第 頁
(2) 幕僚長等は、特に必要があると認めるときは、所要の事項を付け加え又は用紙の寸法を変更することができる。



別記様式第４１（第４０条関係）

受 払 書
項 目

物品番号 単 位 摘 要
番 号 品 名 受入数量 払出数量

受 付 非消耗品、消
年 月 日 耗品の区分

物 （官職氏名）
品
管

年 月 日 証書番号理
官

取扱者 転 記
氏 名

（官職氏名）
物
品

証書番号年 月 日
出供引受

取扱者
納用渡領
官官者者 転 記氏 名

根

拠

・

目

的

(1) 用紙寸法 日本産業規格Ａ列４番 頁中の第 頁
(2) 幕僚長等は、特に必要があると認めるときは、所要の事項を付け加え又は用紙の寸法を変更することができる。



別記様式第４２（第４２条関係）

令和 年度物品増減及び現在額報告書

殿

提出年月日 令和 年 月 日

官署名 物品管理官 官職 氏 名

会計名

(1)分類及び (2)品 目 (3) 令和 年度末現在 (6) 令和 年度間増減 (17) 令和 年度末現在

細分類 (7) 増 (10) 減 (13) 差引 (16)価格改定によ

(4)数量 (5)価格 (8)数量 (9)価格 (11)数量 (12)価格 (14)数量 (15)価格 る増又は減 (18)数量 (19)価格

個 円 個 円 個 円 個 円 円 個 円

備 考

１ 会計別に別葉とする。

２ この報告書の記入の方法は次による。

イ (1)の欄は、物品の分類及び細分類を記入する。

ロ (2)の欄は、財務大臣（法第１２条の財務大臣をいう。）が定める品目の区分により物品の品目を記入する。

ハ (4)の欄及び(5)の欄は、報告対象年度の前年度末において物品管理官が管理する物品について、品目ごとにその数量及び価格の合計を記入する。

ニ (8)の欄及び(9)の欄は、報告対象年度中に新たに物品管理官が管理することになった物品について、品目ごとにその数量及び価格の合計を記入する。

ホ (11)の欄及び(12)の欄は、報告対象年度中に物品管理官が管理しないこととなった物品について、品目ごとにその数量及び価格の合計を記入する。

ヘ (14)の欄及び(15)の欄は、(8)の欄及び(9)の欄の数量及び価格から(11)の欄及び(12)の欄の数量及び価格をそれぞれ差し引いた数量及び価格を記入する。この場合において差引減額の

あるときは、その数字の左上部に△を付する。

ト (16)の欄は、省令第３８条第４項の規定による価格の改定が行なわれた場合に、当該改正による価格の差引増減額を記入する。この場合において、差引減額のあるときは、その数字の

左上部に△を付する。

チ (18)の欄及び(19)の欄は、(3)、(14)及び(15)並びに(16)の欄の数量及び価格のそれぞれの合計を記入する。



別記様式第４３（第４６条関係）

検 査 書

検査年月日

年 月 日

会計名

官署名

検 査 員 官職 氏 名

検査立会者 官職 氏 名

物品の管理について、検査を実施したところ下記のとおりである。

記

検査の種類

物品管理官等官職氏名

検査対象期間（自） 年 月 日

検査対象期間（至） 年 月 日

検査結果 １．帳簿及び物品の計数について

２．物品の管理状況について

３．証拠書類について

その他参考事項


